
様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課帰・室泊所(係)I 商工労働課 企業立地推進室 l IN()I 32 1 

事|山口東京理科大学は、「地域のキーパール育成Jをストガン
、|に掲げ改革を進めており、地域の課題を解決することで双方の

業|発展を目指している。その大学と市内企業の交流を促進すること
概|で、新商品の開発はもとより、人材育成など幅広く連携する環境
要lを整備する。

産学官に関する啓発活動、セミナー・意見交換会の開催

新事業、新産業の創出

;人件費概算、

も 41 。
|人工数(人役)1人件費I円)..1 
|0.11  576，8501 

活動指標または成果指標〉

山口東京理科大学と連携した企業訪問
1 1 

又は、セミナー開催の回数

間
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目的めJ妥当性三三日|妥当である l新事業、新産業の創出は、雇用の場の確保に寄与する。
長ウ';':~:.:";' ，，'川 町 九u む.<...， .'1 1 

ア、山 ぺ、日午♂ λ ::，':1 I 

員?合体関与り棄損帳、|妥当である|大学と企業のマッチングは、市が積極的に関与する必要がある。
ャ守怜川.....何十...・H ・・・・・・ 十

守票{雲母売り実事吟|妥当である|大学と企業の双方に利点がある。

百接達成度三"，1達成している|直ちに新事業等が形成される訳ではないため、地道に事業継続をする必要があるo
;i.~~~.~ò. ムム・ l

空翌務庁~~............，.I....!.!:.と合~...I
前持絞り案提厚I貢献している|

九叫ごろ .".......u.......'.! ! 

実施主体の適正化適正である|市が先導することで、大学や企業側が参画しやすい環境づくりが可能となる。
比ιぷ山~ •. ;~~:~;ν一戸ー戸市.己...ょ日::.1............................ .1

構持j戦時~1~';1 適正である|大学や企業側の負担を考慮する日1回程度の実施が妥当である0
..可~ •. ;". .• :~~ • .'・I・判...・....ウ日ー.・1・，.....・りl・・・・・・....・H ・................ 

望美、r薬日:1適正である|ゼロ予算事業として実施している。.」
山口東京理科大学と連携し、 1年に1回もしくは隔年にセミナーを開催しているが、参加企業が減少している。
参加企業に有益な情報提供、講演を行うことにより、参加企業を維持する必要がある。
※セミナーの実施年度→平成19年度、平成21年度、平成22年度、平成24年度、平成26年度
平成27年度は、山口東京理科大学と市内企業の技術相談会を実施した。
平成28年4月からの公立化に伴い、大学・商工会議所・市の3者で協議会を立ち上げ、更なる連携を図る。

事業の進め方等に改善が必要 28年度中に改善に着手



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(船| 商工労働課 企業立地推進室 匹I33 I 

古 l市内盃棄に対して、国;扉(山口県産業技術センター、や|討象|市内企業、園、県、関係機関
霊|まぐち産業振興財団等)、関係機関の行う産学公連携な18:CI
概|ど新産業創出に係る各種事業の啓発に努め、既存企業|手段|市内企業への啓発活動と園、県などの情報収集
Iの事業拡大に繋げる。これにより、最終的に企業誘致にl入ん I

真|結びつけることを目標とする:-0..../， FlX.fP， HJ'- ..J...l-;:7l";;; W::l ~l'-l>意図 I市内企業の内発展開制足進する

o 

三紀:<::.;:::::..... 活動福寝言五百歳果指標 一可1て一

企業訪問件数

2 

3 

.レ
盃柔ガイドブックやホームページの更新を密にし、最新の情報提供を行う必要がある。

平成28年4月からの山口東京理科大学の公立化に伴い、事業所と大学の連携を図り、新産業の創出に努める。

計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

回三日

経常

商工労働係商工労働課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1

|人Z数(人役)1<主人件費(同)1 
|0.11  576，8501 

.....!....A件費概算

1 1市長企業訪問数
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計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・:局・号所得)1 商工労働課 商工労働係 匹I12 I 

41地域に聞かれた職業教育・職業司ij諌函嘉正じて三辛d肩著・
霊|利用団体のニーズに対応する施設としての体制整備及び

概|環境整備を行う。
要|平成27年度開館日数:243日
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4，217，000 3，319，475 

2，903，539 

6，?23，01'1 

IJ三人件費概算 |官|生|陥則一般 経常

100% 

95.90% 

|に子、 活動指標またはf成果指標 ~三γν日ド H25'

1 I年間使用日数(稼動率) 96.00% 

96.00% I 95.90% 

2 

通普

3 

時保戦区三λ|妥当である|職業訓練、職業能力の開発のために利用されており、妥当である。
じ心~山/点、川山山市川、れ '.1 1 

配合体関与り棄却特|妥当である|国の撤退により施設を市が管理運営しているが、貸館業務が主である。
円、円・砂利.'".・作所吋戸内..'o..・l・-…........................1

核保持?可知陛|妥当である|

菌様達成度弘 概ね達成している

場'~:持然主iI[[;Ij~[I::::!~:~~~:~:~:::1
会事L糠ぎが割反Jt，!;1貢献している|雇用確保に貢献している事業である。

善良きゅf ;主主主適正である|市として雇用促進施策を展開するための事業であり、適正と判断する。

言語説話通百日証32幅五這主主-G
;百二 ...~.~:..，j.~~正:;.':::山川...ぷ~'.'.:;;“，.;~.;';;;I.............................I

勢町均寿;五五ι適正である|施設の老朽化による維持管理コストの増加が懸念される。

-v 
施設の老朽化による維持管理コストの増加および大規模改修等の必要性が出た場合の対応が今後の課題である。施設維
持については、今後も適切に対応する。
平成29年度中に給食センター建設に伴い、駐車場の整備を行う。

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得).1 商工労働課 商工労働係 INol 13 1 

算

r

概費(
止
レ
.

1

人、

f o 

1人工数(人役)1..人件費〔円)1
0051 288，4251 

経常

1 1広報紙・ホームページへの就労情報掲載回数

21宇部管内有効求人倍率
対るだけ高く|で蹴け高く

3 

.レ
就業支援として、市ホームページなどを使った就職説明会や相談会等の情報提供だけでなく、他の事業との連携や園、県
及び関係団体との連携を密にして市内の南倒哉者や求職者に対する支援策を実施する必要がある。
地域職業相談室の活用や雇用能力開発支援センターや勤労青少年ホームで開催されるセミナーや相談会の周知を図る必
要があるため、積極的なPRに努める。

計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|静局室・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹仁田

7，280，000 7，280，000 

7;280，000 7;280，000 

一般 経常

世 lシルバー人材センターの経営基盤の安定、強化を支援
裏|するとともに高齢者の就業機会の確保を図る。また、平成
概 I~年度から、新たな施策として、入手不足分野や育児や
要，1介護等の現役世代を支えるための事業が始まった。

7 ，~89，Q091: /1.，28() ，000 

|人工数(人役)1九 λ件費{円): I 
| 0 . 0 5 1  288，4251 

人件費概算

い活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| H25メu 官「寸 I H27 1目標 l

できるだけ多く|できるだけ多くIIできるだけ多く|達成1
l~?~A:::::.I::::::::~~~E........I I:~~:~E:::::::p豆./1 

l主主ゑ在位祭L主主色t-èJt乏，~.I 1主主5Z!11T5
2，275件 1 3，024件 1I 3，031件

1 1シルバー人材センター会員数

21受注件数

通並
田

3 

.レ
高齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく事業であり、市内の高齢者の就業機会の確保など生涯にわたり安定した働
き方を支援するため、引き続き、シルバー人材センターの支援を行う。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)J 商工労働課

事|公共融安定所の再編こ係る時措置:eL-て固と市が協|対象，1離職者・求職者
l!! 1働して地域職業相談室を設置している。 I.~."".'J 

商工労働係

議|雇用能力開発支援センター内にハローワーク宇部と共同|持|固と市の協働による相談窓口の設置
~Iして地域職業相談室を設置し、求職相談等就職支援を行!、~
Jう。 I意図 I就職支援

人件費概算
人件費(円)I I支付税 I41lf. I I 三日|

l ~'~51 -"， 28S'"i251 I :算入 | 無 I I会計種別| 一般

重塾璽璽主主は成果指標 正三三 H25 

1 I求職相談件数(年間累計) -・ .."S;i'S8f'平.....T…"7:'36'U年…

2 

3 

-v 
有扇求人倍率は1.0倍を超えている(H28年3月末時点)が、引き続き、求職者や南町談者への就職支援を行う。
今後も、市広報紙・ホームページなどで情報提供に努める。

計画どおり事業を進めることが適当

匹仁司

175，551 

175，55} 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 商工労働課 商工労働係 匹I49 I 

2，800，0001 (;あ500，9叩

|人ヱ数(人役)1大件費I円)1 
|0.11  576，8501 

2，500;0001 > >2，500，000 

一般 | 臨時

舌覇指標主主語読栗指標

1 1研修に参加した人数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

E H25日1.市互すで寸 I H27 1日謹
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21研修生の就業率

3 

自的め妥副主主、三|妥当である l女性の就業対策の充実を図る事業であり、妥当と判断する
口九 九何日."♂I I 

タ許可作員長|さ主役|恐0)&1';警捜三芳三円三烹念日問IjjIfTi5

詩集I拍掛拙住|妥当である|女性の就業対策の充実を図る事業であり、妥当と判断する
4 〆止ιJγ ヘ f

:目1海運房長三..í，ょ.1 空?とご.~.~~..I
業ぬ存在二ザJ

適正である

.レ
ハローヲークなど関連団体との連携を密にし、より効果的な実施時期や実施規模を把握するとともに、研修生の君子量~語種へ
の就業が実現するよう努める。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱喧円所得)1 商工労働課 商工労働係 匹[J[J

'~I勤労者お孟び市民の福祉の増進に資する施設として利用
霊|促進を図る。
概|指定管理者制度を活用し、施設の運営・管理を行う。 I手段|利用施設の提供
要|指定管理期間 (H25.04.01~H28.03.31) ー

|γ ，歳出 予算現額(円J決算額f円)

指定管理者委託料 6，357，258 6，356，571 

設備保守委託料 154，742 154，742 

".， 

|日合:計 6;512;00Q : P1511i91? 
ー

人件費概算
|人工数て瓦証刀7瓦存葺I商工1
|0.051 288，4251 

fi(円}

1，214，000 1，133，820 

5，298，000 5，377，493 

6，512;00Q 6ゑ511，313

一般 経常

|ハYご活動指標ま正面蔵栗荷車

1 I年間利用者数

|H25  < 

はき?)te1t担士士l主主主主忠男主主
15，246人 I15，001人

2 

3 

贈り妥当持妥当である|勤労者および市民の福祉の増進に資するため妥当である。

1員宣伝説(語言語当!伝説'~~~"'l議長L3説記LZ長i:みる元長三五五;説子五;手芸員二伝
説言語}tp込:返|弘三五五|
国.~聖書概ね達成している
ι.:~.:~:.~\ι山.戸.~.;ぷ.....・- 日...ふ""'，，，1・......・H ・..・・・・・・

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・吾所(係正| 商工労働課 商工労働係 匹仁己

事|同一事業所に25年以上勤務した者、顕著な技術開発等I対象|市内企業従事者、農林水産業従事者及び勤労学生
:!11により事業所の発展に寄与した者、農林水産業に専業とl ~ -:" I 
霊1して25年以上従事した者、勤労生徒等、成績優秀な勤労|J手段|要綱に基づく表彰
概|者の表彰を毎年11月23日の勤労感謝の日に実施する E~ ρI  1-1=1 v./"?-，~{.!，.. ........ J- I .L.L.，IJ '-JV t-I "'''';J::'.I..J/J'JI!I'iIV，JJ''_'' t-t 1-7'/Jl!!I } "Q.lO I意図|勤労者の功績を称え、地域産業振興を図る

算，概、
費時

T:
人

z00，0001 .105，000 

15，7601 15，760 

5，6701 5，670 

9，0961 9，096 

242 ，52~1 乙 <HI， $2 Eì

|人工数(λ役)I人件費(円)/ I 
| 0 . 0 5 1  288，4251 

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

財ら

国庫支出金

割昔

県支出金

地方債

その他

一般財j原 242，526 147，526 

合計 242;1:i26 I "'i47.q~6 

|叡見|無||会計種別| 一般 経常

日方言三?てf活動指標ま7訂孟蔵栗福扉ミ弓てご‘ 日 1 .H25 

1 I被表彰者の人数 46人 48人

2 

3 

-v 
引き続き、本市の地域産業に貢献した勤労者を表彰できるように蚕あでいく。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課巴局・室・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹I18 I 
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l人工数(入役)1λ件費{円)'1
|0.051 288，4251 

経常

h 川古川:.;舌鼓指事ま元Tま成果?旨標 71' に H25...... T •.... H26 

1できるだけ多く|できるだけ多く

1 1勤労福祉共済会加入促進のための企業訪問 f …訪挙実話…r"4'8~言葉前…

21勤労福祉共済会加入者数
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できるだけ多く|できるだけ多く1Iできるだけ多く

31中小企業退職金共済制度加入事業所数 69 71 75 

.レ
勤労者の労働環境の向上を図るため、引き続き制度の普及活動立要める。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課帰?岳所得)I 商工労働課 商工労働係 匹1 19 1 

中小企業勤労者の福祉増進
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歳入 予算現額(円) 決算額(同}

国庫支出金

財 県支出金

j原害dELZ u 地方債
訳内

その他

一般財源 1，851，000 1，821，000 

|、、合計 1;851;000 1;821;000 

宝?|無 I I会計種別| 一般 経常算概費時
T-本

Jl&Eil，oqqlぶ 1，821;90，9
<1人工数(火役)J人件費(同)い|

0051 288，4251 

ヘj舌動指標または成果指標~

1 1労働者福桂対策事業の回数(各団体計) 93回 96回

2 

3 

':1適正である|要綱に従って、適正に実施している。

-v 
勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き支援を行う。

圏

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱戸室儀所得)I 商工労働課 商工労働係 回三日

労働福祉金融制度事業(勤労者緊急小口資金貸付預託金)

歳入 予算現額(円) 決算額〔円)。
・ 国庫支出金

事泊訳 前者ミー

県支出金

地方債

その他

一般財源 1，000，000 。
合計 1;000;000 。

l川事概算 凹雨前|一般 経常

f己了三7音覇指標または成果指標六でアア

11 1融資希望者への鮒件数 | 前 t...........o存

2 

3 

.」
勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き支援を行うとともに、制度の周知に努める。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|詩局・室・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹DD

|h;:i;i三正三三山 |官|無間司一般 臨時

、、七之活動指標または成果指標子 ミ己ι 乙川1<ぺ H25. 〆

1什l岡融資希望者への貸付件数 I............o存 t...........o1，平

2 

3 

.. 
県平盈融機関と連携し、制度の周両立努める。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱豊明〈係)1 商工労働課 勤労青少年ホーム l

事|山陽小野田市言語労青少年ホーム条例に基づき設置。覇|対象J勤労青少年
業|労青少年の福祉増進と健全育成を図るため、主催講座のI<<::~~~:J 
概|開催、クラブ活動の推進を積極的に行う。また、スポーツ、 I手段ι|主催講座の開催、クラブ活動推進、貸館業務

|文化振興の為、活動場所を必要としている個人、団体に' l 

要|貸館業務を行う。 1意歯 1勤労青少年の福祉増進、健全育成。

1・、'司町，酔 、

1，163，000 

6 ， ~$7，ÖÖolγλ.' 6}7弘302

:x件費概算
l人工数l人役)1人件費(同).1 1交付税 1但 1 1今 崎 11
| 0吋 孔捌~ 1，点:λ1… 1 1会計問| 一般

九 1 日活動指標または成果指標

1 1利用人数 14，134 12，160 

できるだけ多く

21勤労青少年の利用人数 517 

31主催講座数
l……"・5・H ・H ・…・1………・5・ … …1 r……・3

INOI 47 1 

(円)、

1，047，551 

5，703，751 

6，751;302 

経常

目的ぬ妥当f生以妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置目的が規定されている。

自治体関長持妥当性l妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置に関する規定があり、妥当である。

対象C畏益者〉の妥当性|妥当である|勤労青少年の利用が極めて少なく、特例利用が多い状況となっている。
日?…

目標達成度三~三心行、ご|概ね達成している
兄、九、、 l

剥民事業り存在三吉| 存在する |公民館活動o山陽勤労青少年ホ一人
λ 三ι~~'~.::..~ ~ .;~.~~:~.~ .. :~ ~: ~ ~'.:~ ~ ~ ~:::; ~;よぷよー， 1...・ .........................1

持械や貢時|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少ない。

義援主体?湾要1~， '..........1 適正である|公共施設の運営であ日が主体で実施すべきであるo
...，.....旦・"リ........._............・......・・1・・........“・・・・・・・・ ， 
翼益着負負~垣仰重尉叶適正である|会場使用料についての見直しを平成2却6年度に実施しており適正である。
~'.三主h治':，と干汽九;~汽九~~伐勾i有訟k-.“::':":
当スド効亭川ヤ♂叱:トヘ三句汀;適正である |他の同規模公共施設と同等のコストであり弘、適正である。
江主三ペ訂正 日心 ."....1 I .」
利用者の多くが、特例利用であることから、「勤労青少年ホームJとしての本来機能を果たすため、勤労青少年の矛U肩雇蓮を
目指す。
施設は、高千帆公民館と中央図書館高千帆分館を併館しているが、老朽化が目立つことから、利用者が安全かっ快適に利
用できるよう、施設の改修、備品の更新等が必要である。

事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得J| 商工労働課 勤労青少年ホーム| 匹1 48 1 

事|山陽小野岡市勤労静年ホーム条例に基づき言語亘古語|株
主|労青少年の福祉増進と健全育成を図るため、主催講座のじ三三
喜|開催、クラブ活動の推進を積極的に行う。また、スポーツ、|手段 1主催講座の開催、クラブ活動推進、貸館業務
2引文化振興の為、活動場所を必要としている個人、団体に仁三日!
号|貸館業務を行う。 1意図山|勤労青少年の福祉増進、健全育成。

l，558，0001 1，256，442 

67，0001 37，639 

2，020，0001 1，988，670 873，000 η
d
-
α
u
-
n
u
 

a
u
-
n
E
-
r
D
 

P
b
-
ワ
t
-
d
吐

，
.
，
.
，
 

n
u
-
-ム

-
1
4

7
-
8
-
6
 

7
=
b
-
3
 

，.， 

n
L
-
n
d
 

|翠(見|無|国有| 一般 | 経常

できるだけ多く

12，134 

ヤ活動指標または成果指標ヘ γ1 判 .25勺一 1........:H2.6 

'できるだけ多く|できるだけ多く

1 1利用人数 9，404 

21勤労青少年の利用人数 516 

31主催講座数
……・1…・….r.......…・1H・H・..…1 r… UM--1 

目的め妥当+:宝三日子|妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置目的が規定されている。
Aなぷよ..;_.:._..;.....刈ぷぷi~'~ ';:~'~::. ~ ~:~ ~ ;'~ ;~:~'，・"…・ l 

九時体関与の妥当性¥妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置に関する規定があり、妥当である。
i ，;'~."~-~:~'.~. ~~ャ;....~.. ~/f~ :;..~ ~l f!'~. ~".! ~~.' ~ .;: .. ~~:! ..i・4・ 1

均等1験者ゆ号当時1検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少なく、特例利用が多い状況となっている。

白標達成屋〕目立円三|概ね達成している.
づ之江ι手三.. ~: '-.':' .... .; -.: : ，，' ρヘ乙 l
九ぶ叱り月"旦り・...竺・・・・・円・・・・・H ・H ・，."・・・・ 1 

類似事業り存在治| 存在する |小野田勤労青少年ホーム、公民館。

訴持議案時;|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少.な.く、目的とは、州離れ定説。

耕季休弘通:時三I適正である|公共施設の運営であ日が主体で実施すべきである。

言語通貨福lめ3五五i1 証.~~~...l五房長雨漏-i三;;・3Z五五五平記長長i;長元日-ぷ通手弓z
t 川町九ぐ叫".:':.:-_':'叫ド"，::，-:1 I 
p・・......βH・H・..~~..・4・......・4・~.~:~~..~......~.・ :'1 ・・・ 1 

;1:%ド効率三三日刈適正である|他の同規模公共施設と同等のコストであり、適正である。
引 円入f小山凸治九φ 叶 I .」
吾評lこより、設置目的が同一の施設が市内2箇所存在している。
平成26年の料金改定により、 1時間毎の利用が可能になったため利用者が増加している。
「勤労青少年ホーム」としての本来機能を果たすため、勤労青少年の利用促進を目指すが、実際の利用者は特例利用が大
多数を占めている。また、建設から40年以上経っており、建物の老朽化が激しい。平成22年度外壁工事以降、目地から水が
漫み込み無数のクラック、雨漏りが確認されている。
平成28年2月に厚狭地区複合施設が利用開始したこともあり、今後の施設利用のあり方を利用団体や関係課と協議・検討す
る必要がある。

事業の休止・廃止の検討が必要



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室1所得〉| 商工労働課 企業立地推進室 | 

42，9131 42，913 

133，8081 99，360 

211，6801 211，680 

32，9001 払 900

11121iFIo|三.li11919(32
1入工数(人役)1，人J件費L円)三|

ぷ1 0.41 2，307，3981 
一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率
u活動指標または成果指標 二 1 引H25 1..日 H26

1 1，000社 1 1，000社

1 1ターゲット企業へのアンケート調査 I 1，000社 I 1，000社
100% I 100% 

21新規企業の立地件数(市外企業の誘致)

31市内企業の立地件数(市内企業の誘致) 3 

100% 

計画どおり事業を進めることが適当

回三日
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平成27年度事務事業評価シート|課滑・室姉(係)1 商工労働課

J下Mo，QPOI γ 48q，ωq 
I /{ :.Á{4.~j. ...， I明(胤|刈牛費(円)I i十

j舌覇福標または成果指標日 l' 日 H25
※上段:目標

1H26 

山口県企業誘致推進連絡協議会負担金額 1.......設;515目[:::::1151日目:

2 

3 

.レ
企業誘致に繋がる事業であり、継続して行う。

様式1号(事務事業評価)

企業立地推進室 INdl 36 I 

480，000 

.4S0，OOO 

経常

企業団地の用地取得奨励金として、山口県は取得価格の40%を補助しており、当企業団地を最優先にとらえている。

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

INol 37 1 企業立地推進室商工労働課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 

士‘11まじ五蔀市間藤字b甲で語蚕活動を進応るため、工場設
霊|置奨励条例による優遇措置(工場設置奨励金、雇用奨励
議|金、用地取得奨励金、従業員住宅新設奨励金)を特典と
要|し、企業誘致を展開する。

[笠
41;256;00o.I<..... 41:;2$~ ，Q O.Ö 

|入ヱ数(人役)I大件費(円)I 
|0..151 865，2741 

算
、概費

。、時
Tτ入、

H25 ρλ 活動指標または成果指標

1E::::::::[:::::::IZ----:-. 1 I奨励金交付件数

2 

3 

日弘、~

買明夜景当1是正.:，.1 妥当である|市内企業の安定した経営活動は、雇用の場と税収の確保が可能となる。

説伝説孟お言語遍|五32伝説議員五五2辺美-二Z-説草逼五五:石五五元子以最長ζ
泌総ザ一日，;:1 ・}

討察手益者)(t景:当事|妥当である I設備投資を行った企業への税収還元となるため、受益者は妥当である。

開空房長三三一 -
勢惨事業向:存在日:|存在しない|

主言語員三h言語五|首長日'~'~~'l
2:--.~ :>!.::. : .:: :"':~白人" '，'. ~ .; ::.'む ξI I 

実格的単純:1適正である|設備投資析った企業への税収還元であ日が実施する必要がある。

議選五:通話通.是正1 品玉三;;;~"'l伝説説副長記長手j;証i-iCモ;:三五:ぷ伝説-LE二岩石雨量iL逼玉三み;
日...... ・...~~...~~•. ，~・p・-“・4・・'.'"，.;.';:..";;1 .............................1

挙実同議三日;1概ね適正である|自治体間競争に打ち勝っため、一定規模の優遇措置は必要である。

.レ
平成15年の分譲開始以来、小野田・楠企業団地は平成24年3月に県防災用地としての取得以外、企業誘致は進展下記

かった。また平成22年度以降は、全国でもトップクラスの用地取得費用に対する80.%補助を県とともに実施したものの、成果
が得られなかった。
このような中、平成26年度に当該団地の半区画ではあるものの、民間企業の誘致が実現したところである。
今後も早期の完売に向けて、当該団地の特性や優遇措置のPR活動を展開する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|諜・局室旦所得)J 商工労働課

159，1921 159，192 

648，0001 648，000 

肌凶| 肌 凶

3，680 

1，288，840 

・・

富言同R甑音

九

歳入

国庫支出金

県支出会

地方債

その他

一般財j原

合計

様式1号(事務事業評価)

企業立地推進室 i INol 39 1 

予算現額(円) 決算額{円}

1，331，203 1，288，840 

1，331;203 
' 

~;2~8;840 

1人工数(人役)1.人件費(円)J 
05751 3，316，8851 官 i無]I会計種別| 一般 経常

三f了三万三宍守若覇商標まt.i:1孟戒栗指標 J弓Iて "'H2e;，、 I H26 

1 I工業団地における除草等の環境整備回数 13回 13回

2 

3 

事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要 28年度中に改善に着手



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝・室R航船| 商工労働課 企業立地推進室 l 匹DD

)¥;件費概算

3;i~~ ，卯川沿ヘ3.;3明江、10l'
|人工数c人投)1.むよ件費(同)I 
1 0 . 0 5 1  288，4251 

H25 

歳入

国庫支出金

掛調内 割官
県支出金

地方債

訳 その他

トラ般財源

~-Eb ヨ 計

間|無 II会計種別|
〉活動指標または成果指標ιん J

1 I利子補給額 8，230千円 I 6，269千円

2 

3 

ヘぃ ι 一、 ~ 正、

目的め妥当性 三三|妥当である|市土地開発公社への利子補給に関する事業であるo
，.....バ1令、旬 以 J九与~ 行〉 九ヘI I 

予算現額(円) 決算額(円)

3，465，000 3，380，710 

3;465;OQO ー3，380，710

一般 臨時

目前欄与ゐ要員住妥当である|市土地開発公社への利子補給に関する事業であるため、必要な事業であるo

~ ~:":::的財1・~~~:~~.-..~~~~~..~~...舟..“万町行4・1 ・ 1 

封桟業l号勇、挙秀1勾妻持当!民主| 妥当である|団地造成事業費の利息支払いであるo

川九辰:三え三出

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・号所得)I 商工労働課 企業立地推進室 | 匹I42 I 

パ:戸頭Z工業団地辱に進出する際には、産業孟彊蚕備の|対象j小野田・楠企業団地への進出企業
霊|ニーズが5齢、ため、ニーズに応えるための立地基盤の促1八山 l 

議|進等に努める。特に光ファイバー設置の要望は強く、小野|手段 I業者委託による高速通信網の整備
|田・楠企業団地は光ファイバー回線が未整備のため、整! ++1 

雰|備を行う。 I意図|産業基盤を整備することにより、企業団地のPR素材にする

502，200 502，200 

、(円)

1，110，240 1，110，240 

1，110，240 1;J10，240 

，h 

-

人件費概算 |人工数(人間人 I言?|無川竺副 一般 臨時

、
、 ι 活動指標または成果指標 戸H25

1 I小野田・楠企業団地への高速通信網の整備

100% 

2 

3 

.レ
光ファイバー線の敷設は、小野田・楠企業団地の入口付近までとなっており、区画によっては相当額の敷設費用が必要と

なる。
また、当該団地の水道施設は、ある程度の水量を使用しない限り稼働できないため、安定した水道水の供給には加圧装置
が必要となる。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課崎直・所(係)1 商工労働課 企業立地推進室 匹LD

事J雨丙}ここE房顧恥爾爾を計画する企業広喪主語I対語し|市内に工場建設等の設備投資を計画する企業
霊1;を行い易いように融資制度を設定することにより、資金のl 九 l
議|調達の選択肢を広げる。 I手段]企業からの申請に基づいて融資を実行する

要J I意函|資金調達の選択肢を広げることで、誘致活動を有利にする

算概費
4

時
ヤ

J
F

人
r

活動指標または成果指標

•• •• •• •• •• •• •• •• •• 
・:・
・1
・

・5

・

“，t中
t
M

u
n
u
"
 

•• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• 
-
E
E
-
-

晶・E
E
E
E
e

•• •• •• •• •• •• •• •• 
-

-

F
O
一

山

二

一

つ
』
一
山
創
刊
…

H

一…。…
圃

-

-

••• ••• ••• ••• ••• ••• 
•• 

・
・
・
・1 I融資件数

2 

3 

房g賜眼;虫夏寝鹿燃;ゑ鰐d俊塁努空更摂;主更史忠忠ι斗三ふぶふふ...ぶ乙

単嗣!若治ぎ前1易糊毒梯闘貼与劫冷鰐号当絹判i注削宇注j妥当である |企業誘致の特典となる事業であ日が関与する必要がある。

苦言(言語都議議員三五引説函お延長副長ELbZZ返品以戸説話三説話不完2;
省議達成辰巳日三三
白日占;;-.....::.;::'.・ “~~;;;.~;~:~~~:~・・......品.. ';;1.............................1. 

類f*諒;侍女子| 存在する l中小企業制度融資(中小企業振興資金、中小企業大型庖対策資金)

持隊伶~謝罪;|貢献している|
出よみとι勺、 L 心九:二".:.:"::::千三I I 

害警さ受忍:空~J~...1:'] 空ilE"é'lb三|型翌三里?竺三空さ万tc~(J)ち，(J)"é'史:.Tf関fする必要がある。

害警きさ空設群生下空~.::~~....I烹三門I:;J:J:~;F"，'空警f!?tT:空戸1全は少ない。
対純明三ぷ検討が必要|近年、貸付実績がないため予算規模も含め検討が必要である。

-v 
県の制度や他市の制度を調査し、競争力のある融資制度を検討する必要がある。

また、他制度と限度額や融資期間等で差別化を図ることにより、借り手となる企業の選択肢を広げる必要がある。

事業の進め方等に改善が必要

圏



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|骨骨室町所{係71 商工労働課 企業立地推進室 | 

ー.，..:1厳しい都市間競争め中で誘致活動を進めるため、工場設
霊|置奨励条例による優遇措置(工場設置奨励金、雇用奨励
歪|金、用地取得奨励金、従業員住宅新設奨励金)を特典と

霊|し、企業誘致を展開する。
手段|企業からの申請に基づいて交付する

企業誘致の推進

匹I46 I 

108，103，0001 108，103，000 

108;10$，oool.......1O8ilO3，QOO 

、人件費概算 一般 臨時

|三、 J 活動指標または成果指標ぃ I . .H25 

1 1奨励金交付件数 1............61.平 | 砕

2 

3 

寒施主体の適正化適正である|設備投資を行った企業への税収還元であり、市が実施する必要がある。

受益者負担の適正他|概ね適正である|優遇措置の自治体間競争は激化しているが、県内他市と比べ現行制度は概ね適正である。

ヨゑド効率'九 ι 1概ね適正である|自治体間競争に打ち勝っため、一定規模の優遇措置は必要である。.ト
市内企業の内発促進も企業誘致の一環となっているが、近年、都市間競争が激化する中、他市制度と比較し一定の優遇

措置を保有する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱豊明(係)1 商工労働課 商工労働係 匹1 22 1 

差|星夜間臓器l謀議言時離雪l:対象|商工会議所

議|講習会の開催、経営診断、巡回指導等の促進。 I手段μ|相談事業への補助金交付

要

2，646，000 2，646，000 

2，646;QOO ; 2，646;00Q 

人 |人工数(刷|人間同LJI鮒税 1_1 Iムー|
i 刈千葉海算?に1 0.011 57，6叫 I慎太 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

扇面福標語7訂孟蔵裏福標: い 川 F H25 

1 1中小企業相談所開設日数

21中小企業相談所設置場所

31中小企業相談所における相談件数

適正である

292日 291日

…・・・2箇所・・・・・..T・----i箇j5j(...

できるだけ多く|できるだけ多くIIできるだけ多く

3，521件 I 3，610件 II 3，112件

.レ
副粟・記葉支雇I::'"":lv¥で亘;新たに相談窓口を設置するなど支援を強化する。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局冒室・所(係)I 企画課 企画係

大項目(政策) 中項目(施策)

魅力と活力ある産業の振興 商業・サービス業の活性化

地域総合整備資金貸付事業

士目地域総合整備財団の支援の下に、地域振興・活性化の
主|観点から必要と考える民間事業活動等のうち、市の要綱

回三日

孟|に示された要件を満たす法人格を有する団体に無利子|手段 i老人福祉施設等建設事業に対し、無利子資金の貸付を行う。

霊|貸付金り貸付事業をの。

歳、出 予算現額f円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

地域総合整備資金貸付金 122，000，000 122，000，000 国庫支出量

霊三
財軍訳向 割合

県支出金三E

地方債:ー 100~也 122，000，000 

その他

ー般財源

合計 122，000，000 122，000，000 d回b陶 計 122，000，000 

人件費概算 l人工数(人引人件問 。11官|右 11会計種別| 一般

ト活動指標または成果指標三 1 H25. I H26 

随時 | 随時

1 I地域総合整備資金貸付実行事業数 1 1 1 O(繰越)

2 

3 

決算額(円)

122，000，000 

122，000，000 

臨時

目的の妥当性 |妥当である|新たな雇用の確保、高齢者介護サービスの充実に寄与し、本市の地域振興が図られる。
妥 F."::':・.....五l・ t・-・五H・M ・.;.~........I.............................I| 

f 当 |自j治台体闘与の妥当性|概ね妥当である引|山陽小野田市地域総合整備資金貸付要綱に基づづ、き実施している。
」 性 |トト"……….. …… .. 

対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|山陽ノJト、野田市地域総合整備資金貸付要綱の貸付対象者に該当する。

目標達成度
| 有 |…...... ……・・山 I…・・ . … | 
:三:効 、'1類似事業の存;在在 | 存在する |民間金融機関等の融資制度はあるが、本件の貸付は無利子であ制り、民間事業者には有利な貸付事業である。

性L]ド'一一一'日竺.竺一一一.. …… .. … .. 竺円7

|土位施策Jベ，ち(ベ，台べ"、...の貢献度 l概ね貢献している

実施主体の適正化 1 適正である
効}〆 l

~.:.I里子予負担竺主主|適正である
lコスト効率 三本 1適正である

.レ

事業の終了

平成25年12月の申請時には平成25年度、平成26年度の2ヵ年事業であったが、建築資材の高騰等で入札不調となり、
工事日程が大幅に遅れ、平成27年7月末の事業終了となった。



様式1号(事務事業評価)

回三日商工労働係商工労働課平成27年度事務事業評価シート|詩J局室R所得)I 

世|商庖街の活性化を図るため、共同施設(街路灯、アー
霊|ケ一時)の整備等に対して補助金の交付を行う。
提|※街路灯80%、アーケード50%以内

要

算概費生
'

ー
λ

H25 I 活動指標ま古Iま蔵栗福麗万ーでと J

lE:::::::::1::::::::::lE.… 実績補助件数

2 

3 

-v 
申請がなかったが、引き続き制度を維持し、商庖街の振興に寄与する。

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所〈係)1 商工労働課 商工労働係 匹I24 I 

事|既存企業の経営体質強化のため、県や面i:蚕議所と1車
業|携して、中小企業相談所(両商工会議所内に設置)による
概|講習会の開催、経営診断、巡回指導等の促進。

要

算概費井
T

I

人

2 ;(346;0∞0明州Q叶I 三......'.2i64~ ，点(Ìö i叩0 

|i入入エ数(人

| I I 

2，646，0001 2，646，000 

2，646;0001 〆2;646，OOO

一般 | 経常

ど二重聖J1j嬰J曹と!主民塁1e'撞 H25 

1 1中小企業相談所開設日数 292日 291日

21中小企業相談所設置場所
…・・・2面前........r...・・・2笛前......

31中小企業相談所における相談件数

できるだけ多く|できるだけ多くIIできるだけ多く

3，521件 I 3，610件 II 3，112件

適正である

.レ
創業・起業支援についても、新たに相談窓口を設置するなど支援を強化する。

計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

回三口商工労働係商工労働課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係正|

市内商工業の振興

歳入 予算現額(円〕 決算額(円}

国庫支出金

議両諌肘 =前合♂ f 三J 

県支出金

地方債

その他

一般財源 7，623，000 7，623，000 
・

| 合計 l' 7;6~~;000 7;623;QOO 

l宝?I無]I会計種別| 一般 経常

J ヶ泊??;oqpl......1;~_~3iq@ 

|百人工数(人役)1 ，人件費(伺)三|

ιI 0.051 288，4251 入件費概算

※上段:目標

H26 I . H25. 活動指標または説果指標〉

2，354烹業百T2':3忠実業読.. 1 1市内事業者数(統計調査による)

•• •• •• •• •• •• •• •• •• 
…nb
…
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噌
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i
H
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E

・E

・-'

•• •• •• •• •• •• •• •• 
山
口
U
山

“，A
官

"

山口
U
山

.，品
目

噌

E
ム
“

•. .• .• .• •• •• •• •• 
・
・

同

同21会員数(小野田商工会議所)

一
日
u

…

"

噌

E
i
"

"
A吐
"

31会員数(山陽商工会議所)

-v 
引き続き、商工会議所を支援するとともに連携を図りながら商工業振興施策を展開する。

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所{係)J 商工労働課 商工労働係 匹I26 I 

4，738，0001 4，298，717 

| 歳入 予算現額(円〕 決算額〔円}

国庫支出金、

県支出金
害。

内合
地方債

訳 1その他

一般財j原 141，738，00.0 141，298，717 

|九、ィ合計 1.....I41，13f3;ooo 141;298;717 

官|無 I I会計種別|
一般 経常

日1，73民O叩|ρ...~4l， 29.8.~n7

1人工数(入役)1 i;人件費(円)1
0.051 288，425 

67.00% I 133.00% 

~ J 活動指標または成果指標

…回
目

F
n
u

m一
回
…
回

H

U
…8
 

1 1金融審査会の開催

21融資実績額(年度内実行額) 96，670千円 I11，370千円

3 

目的ーの妥当性'，:::'<<:~;♂| 妥当である|中小企業の経営安定化のためにつながるもので妥当である

自治体関与の妥当性| 妥当である|市が行うことにより、低利で有利な制度融資のサービスを提供する。

対象主受益者?の妥当世| 妥当である|中小企業者等を対象としているo

計画どおり事業を進めることが適当

2 

:三1事F事烹害竪引bJ:1|恰金の融資期間の延伸、独立開業資金の融資期間の延伸、自己資金要件の緩和を行う。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱壁"所f係11 商工労働課 商工労働係 匹巴ヨ

| 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

ι般財j原 360，000 360，000 - 町・ . 

『 圃，晶

一合 計 360;000 r : < 3g0;OqO 

間j無]I会 計 間8一般 経常算E
a他

布
引費件i

人

3~ô;oqòl百三 3$ö，ωo

l人工数(人役)1 :人件費(円).1 

|0.051  288，4251 

21参加者数 13，000人 8，000人

. 5%動指標または成果指標 J ごうI.. H2ti 

1 1商庖街等が実施するイベント数

できるだけ多く|できるだけ多く

3 

商業振興を図る事業であり、妥当である。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱直・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹巳己

l付制算 経常

活動指標または成果指標 J

1 Iセール協力庖数〔成人の日・こどもの日セーノレ)

2 

3 

目的め妥当性 妥当である

.レ
協力事業者を増やし、集客の増加により商業振興を図る意図があるが、実際の利用者は少ない状況にある。当事業につい
ては実施方法などについて、検討・改善する必要がある。

事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要

業
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様式1号(事務事業評価)

匹仁豆コ商工労働係商工労働課平成27年度事務事業評価シート|静局・室・所得)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

ザ財軍事 ( 告割

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 運営負担金等 8，666，000 7，401，383 
r 一般財澗 1，027，000 1，299，663 

白F

合計 9;693;000 8，701;046 

官見|無 II会計種目IJ 一般 経常

士|商工業の振興及び商工業者相互の連携向上に資する施
霊|設として施設の運営・管理を行う。

読 I~指定管理者制度導入施設)
要|※指定管理期間 (H23.04.01~H28.03.31) 

9 ， 693 ，QQgl日~月;'7P~!916

1人工数(人役).1 人件費(円)ぷ|

~1 0.0251 144，2121 
算概費件

'

、
米

※上段:目標
U 勺 H25..γI H26に/

'できるだけ多く|できるだけ多く

3，770人 1 5，475人

活動指標語正直読栗福標

1 1商工センター利用者数

2 

3 

.レ
施設の老朽化に伴い、維持管理費が嵩んでいる。今後、耐震化の必要性について検討する。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課同局直・所得)1 商工労働課 商工労働係 ! N()! 30 ! 

ー反語示ヲジティデ(v"長官介護支援サポーター)事業における
崇1ボランティア登録者のポイントを地域通貨で発行し、市内の商業
業|振興を図る。利用できる協力庖については、登録事業所とし、地
概j域通貨の換金については、小野田商工会議所、山陽商工会議
要1所、小野田民主商工会で行う。

22，0001 0 

64，800 

64，800 

P
 「

，
 

へ

|
 

A件費概算 l人瑚ttl人件関心II習見 I無|医画 一般 臨時

!〆ヘ活動指標または成果指標 ヘ 1 .. H25、

1 1地域通貨発行額(円)

2 

3 

事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要 28年度中に改善に着手



平成27年度事務事業評価シート|課唱・室刊(係)I 商工労働課 商工労働係

(資料1) 

匝I31 I 

事lZ52Z272長官、吹三対話謀該計 苦22|:対象|市民

議|間臨時皇宇都願望f思?品|鵠|プ町ム叩券を発行日開費喚起を図 る

要|元商工会議所に依頼し、実施する。 I意図|市民の消費喚起を図り、地元経済の活性化、商業振興

{円}

8~ ，OOO ， OQQ 、83;465，415

一般 臨時
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1 'H25 '， 1 H26 |内-てアヲ音覇福寝言正面}言葉詰零す三

1 I協力参加庖舗数

21本市~の消費喚起額(円)

3 

目的ypJ号勢津川 I I妥当である|地元経済の活性化を図る事業であり、妥当と判断する。

勝訴時係当時|妥当である|市の商業振興を図る事業であり、妥当と判断する。

税導員長予言語|言語.~:;b~....1雨量五五五議32:

目標達成度二三
ら タふ・H・・1.............................1

類型一義り察手三 I存在する |地域通貨発行事業

手1~属議:予言語斜面ぶ石:江戸五:干ごみ二両Z雨量ぶぷ:瓦Z4ZLL房長ぷi;説子iGELL;

乗車さ提携主任・~.~.~~~....l明句史ごとizf!???警開閉~tJヨ?と主:
-ぷぷ以ωμ~;.'煎摂翌幣聖f主fffj 翌摂E三交~~....l防雪仔三rご三ごう労吹全全♂!日1;:三三r三之万刀三三"':)v口v\三三ご三:史空号雪力
当諒詠え支J手H梯弱築決彰主之之々叩守守η主♂三久/中守三ぷ訟'1適正である

.レ
実施方法について、周知や申込方法及び商品券の販売方法の見直しが必要。
また、商品券の額面について、 500円券は利用者の立場からは使いやすく利便性が高くなる反面、消費喚起といった観点

からは効果が薄くなるため、検討の余地がある。
今後、同様の事業を行う場合には、以上の点について改善が必要であると考える。

事業の終了

を活用した事業であり、平成27年度をもっ



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課~・局直・所得:)1 農林水産課 農林係 匹[TI

ーl力強い農業構造を実現してし、くため、集落・地域で地域
霊|農業のあり方について議論を進め、地域農業を担う経営
血 l体や生産基盤となる農地を将来においても確保していく

霊|必要がある。地域の中心となる経営体の確保やその経営
{本への農地集積に必要な取組を支援する。

33，0001 12，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

訳財掘両 苦割言ム

国庫支出金

県支出金 50 32，000 7，000 

地方債

その他

一般財j原 50 7，000 7，000 

合戸計 39;000 14;000 

J人件費概算 !川数(告いで足。1 1智:1無|匝面 般 経常

100.00% I 33.30% 

|川九活動指標または成果指標 ρ1." H25 F 
1 3回 l

1 1検討会の開催 I 3回 1 1回

2 

3 

:r}，::・γ 日γ/λ

民的合妥当昨日三;| 妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。

副編説弘主語.~:;;;~...l福山;じみぷ説芸品目当ぷ

発業1主主義ト停戦| 妥当である|人農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。

肩業達成長引〈守~|概ね達成している
; .-， ;.~.，;..~~~~..~~-...，; ò ，;....，;.~ ... ò ，; .ò~~~.~ ・ ;;1

類似事業の存在ん;|存在しない
I占ぷ，~:jl ~~: ~.~~ ~.~::!~:，山..~;..五九 ;;~.~.i: .';;1 

蝶煙家だ何時.1貢献している

1 適正である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)1 農林水産課 農林係 匹E己

:':":1経営拡大その他経営発展を図るのに必要な農業経営基

裏|盤子化資金を借り入れた認定農業者に対し利子助成を
"名ー-II説海助成額:1，526，818円(市負担額763，409円)

50 763，000 763，409 
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噌

Eム2;527;0.001....... 1 ， 52 (ì，~+8 

|人工数(人役)1人件費(同)山|

|0.051  288，4251 
一般 経常

走覇商事吉正面蔵栗福覆 ぷ 1 . .H25 

1 12回

1 1関係団体との情報確認回数 1 12回

100% I 100% 

21制度利用者数
........u芸ス…・・r......"uiX.…

3 

新規の制度利用希望者への利用拡大。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

匹E己

E若

経営所得安定対策事業

農林係農林水産課平成27年度事務事業評価シート|課・局喧"所得)1

経常

、王争79，Qo 0. 1三点L3HL，994

|人工数(米役)1人件費(円jι|

1.51 4，811，628 算
h

概費昨
T
T
J

(大内

活動指標または成果指標

3 

21経営所得安定対策加入者数

1 1会議回数

.い

計画どおり事業を進めることが適当

;(;l寺記:二|直接支払推進事業補助金(国庫補助金)と米需給調整総合対策事業費補助金(県費補助金)が県経由にて市に入金。

;仇要項ぷ|当該事業の事務等経費部分が補助対象である。



平成27年度事務事業評価シート|課ー局・室・所得)1 農林水産課

事|農業従事者ゐ高齢化が急速に進展する中、再読可融な
~I農業の実現のため、青年の新規就農者を大幅に増加さ
義|せる必要がある。平成岬度から、就農前後の青年新規
岩|就農者に対する給付金の給付等、新たな国事業が創設
L'1され、山陽小野田市においてもこれに取り組む。

9;OQO;OOOI 山車，o.OO~OQO

， 1入ヱ数(入役)1、人件費(同)1 

041 2，105，2341 

下、 活動指標または成果指標

※上段:目標

H25ぅ三子r H26 

3人 1 5人

給付金支給 3人 1 5人

l00.00% I 100.00% 

3人 1 5人

21新規就農者 [:::::32::::::::I:::::i五
100.00% I 100.00% 

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

圏一日経由で市へ入金

様式1号(事務事業評価)

農林係 匹1 9 1 

100 9，000，000 9，000，000 

9，00Q;o.o.O 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直一所得)1 農林水産課 農林係 回三日

歳，入 予算現額〈円)。 決算額(円}

国庫支出金

財龍両 4九官割/ι 
県支出金 50 3，437，000 2，287，500 

地方債

訳 その他 J

円J

一般財源 50 3，438，000 2，287，500 ".， 

1 守合計 I '6?875;OOO 4，575，000 

l三戸川崎掛算 人工数(入役)1....人件費(円)心1 1交付税三| 位 1 1会J霞 111
1 0.11 576，8叫 |日:算人 I… I I会計種別| 一般

臨時

iち 仁活動指標または成果指標山川 λ H25 H26 

1 I新規就業者数受入法人数

2 

3 

県と市で各2分の1の給付であり、妥当である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当

1，2年目 :120万円、 3年目 :90万円、 4年目 :60万円、 5年目 :30万円



平成27年度事務事業評価シート|課・骨室・所得)1 農林水産課

119;ß.!2;仰ok:~?{り;9!?，Pω
< 1λエ数c人役)1 ..火件費L円)>1

yつ三 1 0.11 576，8501 

|ιソ~活動指標ま泊ま語某指標九アJ九九二三: ，'H25 

1 I新規就農者受入法人数

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当

様式1号(事務事業評価)

農林係 INol 11 I 

100 10，612，0001 10，612，000 

10，61?;OOQI 10，912，000 

一般 | 臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 農林水産課 農林係 匹[IT]

ーl指定野菜の価格が著しく低落した場合に、生産者補語
主I金を交付することにより、野菜農家の経営に及ぼす影響
35恰緩和し、次期作の確保と、消費者への野菜の安定的な

霊|供給を図る。

。
。

7舌言語福標または成果指標 1 .7 H25 

1 1事業加入

21対象野菜作付面積
•• •• •• •• 
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計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課晴・室=所(係YI 農林水産課 農林係 INol 13 I 

算概費

J

件九人

2 Ei~"oqö， 1 三， '~5$ i.ÞOÓ
l人工数(火役)I人件費℃同)J
| 0 . 0 5 1  288，4251 

258，000 

258;000 

n
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u
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u
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u
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n
δ
 

F
h
u
E
F
h
u
 

η，b
E

円
J
U

一般 経常

1.... 活動指標またほ成果指標 、 EH25  

1 I事業数

F
D

山

F
D

唱
E
ム
"
噌
E
よ

100.00% I 100.00% 

2 

3 

賢明夜妥当時i主主| 妥当である|農業経営の近代化の促進、農家の社会的経済的地位向上を図ることを目的としており、妥当でお弘

前紘時繰当官|妥当である|各団体が行う事業を支援してお日当である。

検:悼会合委主張|妥当である|各種農業グループの育成であリ当である0

1日以下了ム干正日 、守口主て...1 1 

目標達成度口汚点入 I達成している|目標の事業数を達成した。

持続主主l:5515:1:
子心九日山 J…i山九 九 J 弐 .>::"1 I 

築住持零ボ:iぞ毒跡厚|貢献している|

義理事後援挙制Tl?1適正である|山陽小野田市、宇部市、 ]A山口宇部で構成された協議会であり、適正である。

勲章負担偶蹄|適正ゼある|山陽小野田市、宇部市、 ]A山口宇都それぞれ負担金を交付しており、適正である。
~.' :'境内点~:・!・史_." .-..-.之小で・切・1・ 1 

司拐撚容竺;トヲ寮忍ミ .. ' 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱開室・所(係)I 農林水産課 農林係 匝仁田

事阿古農林振厩面、県内の麗顧の持続的かっ
111健全な発展並びに農地及び森林の有する多面的機能の
義|発揮を図り、農山漁村の振興に寄与する事業を行う。

要

1?1!qqo 
l人Z数(入役)I人件費I円) I 
| 0 . 0 5 1  288，4251 
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日日活動指標または成果指標「三六 Iに H25

1 I事業数
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a-a

100% I 100% 

2 

3 

適正である .ト

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課伺喧・所得)'1 農林水産課

士|農業管理センターは、直接農業者の窓両7となるだけでな
蚕|く、市、農業委員会、県、園、]A等の関係機闘が定期的
議|に担い手の育成・確保、農業生産組織の育成等について
要|協議している。

農林係

iは数(ti人件22;411;官|無|国有| 一般

活動指謀議王冠成栗福寝で， .1'勺日亙5'<

1 24回
1 1会議開催回数 I……・22箇…γ…辺国…

100.00% 100.00% 

2 

3 

匹巳日

経常

目前向妥当住民治I妥当である |関係機関、団抑制的に協議を行って、木市の農業の現状や今後の方向性について情報共有をしてお日当である。
….己主ぷ~.:~ i~;l i ';'; ~'.: ~'. h~:;:;-~~; ~よー・i戸:1・・…・ l 日~心ム川ンょに戸ウペ 1 1 

開治体関与の妥当11|妥当である |関側関、団体が定期的に協議を行って、木市の農業の現状や今後の方向性について情報共有をしており、妥当であ弘
竹内Jか"恒h←料計耐尚H，~;+...….....................1

梅津洋書切手当農|妥当である|農業管理センターは関係機関、団体が定期的に協議を行っており、妥当である。

国標違法度守川達成している
~~~;~::ぷ個以戸ふ右....….ぷ.:1

事!特裳的存主民1存在しない

z1~幅三話通帳!長福山口~"I
λ¥勺十;....:.. 勺に二.....;.;." I 

実施剖ゆ適正化 適正である l農業管理センターは市、農業委員会、県、園、JA等関係機関が定期的に協議をしており、適正である。
ふ.目~'~::~ ~;. ~ '~'. ~ . ，~.~.. .;'，…:~~:~:;出，.，前““λ1.....・山....................1.

要議議亀戸併:桝|適正である|関係機関、団体が定期的に協議を行う場であり、負担は適正である。
ー叩切山:;::~: :':;' "・抑制....リ空・....…'1'............................1.
当.~効率?尽日 ρ| 適正である l農業管理センターは市、農業委員会、県、園、JA等関係機関が定期的に協議をしており、適正である。

日アぷ勺 γ山口三日ん'.'.'.1 1 .レ

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課崎直F所得)1 農林水産課

ヨ;~~8;óQ91 ，ト己'/;':号， ~2~;Eiþq

I人Z数(;A.役)1木件費花岡)叶|

よi 1 0.21 1，153，699 
九人件費概算J

一吉扇語i槙または成果指標、九九fρ">，':1 H25 

交付税
算永

1 I機構への農地集積面積

2 

3 

.」
営農組合法人等を中心とした集約を検討する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

様式1号(事務事業評価)

農林係 匹仁日

(円}

3，888，000 3，523，600 

3，888，000 3;523;600 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝守室・所(係)J 農林水産課 耕地係 匹DIJ
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1，674，000 1，641，400 

20，300，000 20，300，000 

2，356，000 2，356，904 

24，330;000 24，298;304 

"、;人件費概算 Jl人工数(明大tE9111宝?|有|恒到 一般 臨時

勺三活動指標または成果堕標じ バ|乙 H25

1 1整備面積(ha) 5 

100.00% 

21換地業務(件) 1 

100.00% 

3 

適正である|市の負担は事業費の12%であり、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当

国



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 農林水産課 耕地係 匹I18 I 

地元による土地改良施設の維持管理により、効率化を図る。

予

41，846，000 40，945，201 

41;846，000 40，945;201 

p
p
 

-

人件費概算 lM数(マ~人宮町~ I主~....I 有川亙副 一般 経常

活動指標または成果指標 .H25)

1 I基幹水利施設数
山
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100.00% I 100.00% 

2 

3 

パ l 妥当である

地元関係者による効率的な維持管理が行われており、適正である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課よ局・室伺{係)1 農林水産課 耕地係

J人件費概算
J 

6QQ， öóql 己 Jピ .2!ê~9Ö9

l人¥工数(人役)1人件費C同)> 1 

| 0 . 0 5 1  288，4251 

|三γ:乙¥、 J♂活動指標ま記lま成某福標τ-..-.-..-..-で寸寸r'7ヘ;副f25( 

1 1改修施設件数

21進捗率(事業費ベース)

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

効率的な水利用、管理労力の低減。

様式1号(事務事業評価)

匹1 19 1 

、(円}

300，000 100，000 

240，000 111，200 

66，800 

278;000 

一般 臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 農林水産課

人件費概算

845;oqol 必7，000

!人工数(人役)1;人件費〈同)1
へ1 0.051 288，4251 

百覇福薦または成果指標

積立額(殿町の堰)
[26年度工事実施】

J1 H25 

693，000円

688，000円

耕地係 回三日

歳入 予算現額(円} 決算額(円}
可 国庫支出金

財割合寸

県支出金

源内 地方債

訳 その他

一般財源 845，000 837，000 

ジ合計 J $45;000 837，00Q 

官見|無 II会計早朝日| 一般 臨時

積立額(江汐ため池取水塔)
21 [28年度工事実施]
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100.00% 

積立額(沖開作排水機場)
31 【28年度工事実施】

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

匹OD耕地係農林水産課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1

、 歳入 十予算現額(円) 決算額(円)

事財源 割告

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

般財源 8，543，000 8，543，000 :TFJx)，!1i))jl 

ι己J 合計一 8;543;000 、 8;543;000

経常|1間~T 平1
※上段:目標

1543，ωTL人?;[/4:3則。
|火工数(人役)I < ~人件費(円)J

|0.151  865，2741 
j人件費概算

、
ー

ぷ音甑指標または成果指標、J 二。

27件)
実施件数

1 I 
(27年度末残り件数

2 

3 

.」
・扇請が吾3年程度待っていただいている。ただし、緊急の場合ほ苅志している。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱直{所得)1 農林水産課 耕地係 匹亡E

市が管理する土地改良施設

手段TI市が管理する土地改良施設の補修及び整備を実施する。

じ己丘二-二 歳 入
0 

+ 

国庫支出金 e

4500，0001 4，363，659 

950，0001 927，069 綜羽酎毘町吋へ子害貴1 
県支出金，

地方債

その他

・
一般財j原

市~êJ9;ÕP9J eC:5注¥19:72里 1 山 台 計

I に デ パ:山 川 l入工数(人役)1刈晴(円).1 

ムザイj人免震詩集 た1 0.151 865，2741 宝?|無]I会計種別|

J イ:山活覇福標言語lま~果指標〆日~三日 I 、 H25九、 |ι H26 

16 I 11 

1 1整備件数

100.00% I 100.00% 

2 

3 

予算現額(円)

5，810，000 

5，810;000 

一般

市が管理する土地改良施設の補修及び整備であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

決算額{円)

5，290，728 

|、 5;290，728

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課よ局・長所(係)I 農林水産課 耕地係 INol 23 1 

2 

3 

園

対象l農地・土地改良施設維持管理に係る事務(一般事務)

;幸段|農地・土地改良施設維持管理に係る事務(一般事務)

農業の基盤の整備

歳入

国庫支出金

財調訳向 :割合三
県支出金

地方債

その他

一般財源
唱

日 3;9?Ö;öoÞIλ三いえ7市，T~4
|人Z数(火役)1...人件費(同)> 1 
| 0 . 2 5 1  1，239，9601 

I 合計

7吾覇福麗または成果指標人~ H25 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

予算現額(円) 決算額(円)I 

3，080，000 2，776，794 

I :3， 0~Ö;Ö90 2，7干Ei;7941

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・骨室・所得)1 農林水産課 耕地係 匹I24 I 

歳 人 予算現額(円) 決算額(円)I 
+ 

国庫支出金

目オ 県支出金

源内 害合IJ 地方債 90 19，500，000 19，500，000 

訳 その他
戸、

一般財源J

・ 10 2，208，000 2，208，000 

合計
巳

21;708;000 21;708，000 

算概費」件人
l入ヱ数(人役)1人件費(同)1 1.....交付税'.1 ~ 1 1ム i手日|
l Ò'~ì51' ". 865'，2741 1算人 1有 1 1会計得別| 一般 臨時

f 活動指標ま正は成果指標三

進捗率(%)
(事業費ベース)

I H25 
10 . I 25 

10 I 25 

100.00% I 100.00% 

2 

3 

適正である

...... 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課崎・室ー所得)1 農林水産課 耕地係 匹DD

1歳入 予算現額{円) 決算額{円}

期調訳内二己合割

国庫支出金

県支出金‘

地方債 90 2，100，000 2，100，000 

その他

般財源 10 276，000 276，000 ~ 

|、 合計 2;376;000 2;376;000 

宝?|有||会計種目u一般 臨時~
 

ー

人件費概算

Z8¥6，卯w子五討6;00，0，

>1人工数(人役川、、人件費(円)1 
0.151 865，2741 

F~τ三三三三3吾覇福麗また語読憂指標有三---;-;-:--.勺:

11 I進捗率陥)
(事業費ベース)

8 

100.00% 

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|骨骨〈室・所得)I 農林水産課 農林係 匝仁司

(同)

3，739，000 3，738，274 

3，139;000 3;738;274 

算'概費件人心一 一般 経常

1 活動指事蚕花冠扇裏指標J 六て訂以ツ 汁 ム H25......

1 I補助金額 7，718，488 I 5，677，238 

2 

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室戸所得>1 農林水産課 農林係 !N91 27 I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

財葉課 書一

国庫支出金

県支出金 100 3，195，000 2，798，000 

地方債

その他

一般財源+酔+

ι三三-合計一一一 3;195;000 2，798;000 

0.8ha I 0.8ha 

|J三τf烹活言語福寝言tilま成某指標 γηλH25

9.7ha I 9.7ha 

1 1麦作面積 9.7ha I 9.7ha 

100.00% I 100.00略

2.7ha I 2.7ha 

21かぼちゃ面積拡大 加
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31タマネギ面積拡大 0.8ha I 1. 7ha ・_....
100.00% I 212.50% 

間的の妥当f生、妥当である|米の生産調整達成のため、主穀・園芸作物の産地振興をめざしており、妥当である。

圃治体関与の妥当性|妥当である|米の生産調整達成のため、主穀・園芸作物の産地振興をめざしており、妥当である。

対象(受益者Jの妥当性|妥当である|集落営農法人等法人を対象としており、妥当である。

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得H

ー"1麗存弱立被害を与える有害鳥獣の捕獲を促進するため
妻|の委託及び奨励補助。近年、特にイノシシによる被害が
概|多発しており、農林水産課への苦情や駆除依頼が多く対

|応に苦慮している。山口県小野田地区猟友会、山陽地区
要猟友会に委託。

九活動指標または成果指標

委託件数

2 

3 

.」

農林水産課 農林係

猟友蚕員(小野田13人、山陽14人)の高齢化や少人数化が進み、対策を検討することが必要。

計画どおり事業を進めることが適当

園

様式1号(事務事業評価)

匹I28 I 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)J 農林水産課 農林係 匹1 29 1 

ーl:fj曽え続ける有害鳥獣による農作物被害に対し、平成25年
雲|度から、駆除した者に対して、駆除した有害鳥獣1頭につ
毒|き予算の範囲内で定額補助する。

F要

762，500 

762;500 

川、;1人工数〈ι人役)1:人件費{同)，I 1交付税'，1侃 I Iよ三i手.， 1
J~ふ1 0.21 1，153，6991 1 算人:|燕 1 1京市 IJ1 

一般 経常

活扇指標ま正融蔵裏指標
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20.00% I 30.00% 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課伺喧・所得)I 農林水産課 農林係 回三日

事|旬菜惑星推進協議会は、生産者、流通、加工関係正消
:!:I費者等が連携した地産地消の推進や、流通販売の活性
刻化を通じた地域農産物の生産・需要拡大を図るために設|手段
ー|置された組織。]A、県、市場、企業がこれを推進してい
京 lる。

300，000 

; 30Q，OOO 

r刈均等 ド数(憎い牛問。1 I叡丈|無|巨百一般 経常

下?ロ己主弓で活扇福扉またぽ蔵裏指標下三 υH25 

1 5回
1 1自主イベントの開催や地域イベントへの参加 1....・M ・-五百…...・I・..…・・1箇"

21共販野菜面積
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計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室J所(係正|農業委員会事務局|

様式1号(事務事業評価)

匹O::J

SI農薬委員会系読福織でほ平面回、査扇面農業委貢会会
霊|長が集まり、持続可能な力強い農業の実現と農村の再生
議|に向けて意思統ーを図っている。また集会に合わせて、
妻l政府、国会に対し、要請決議を行っている。

対象|農業委員会会長が参加する。

手段|一堂に会し提案や提言を行い、要請活動を行う。

農政に現場の声を反映させる。

34，0001 34，000 
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lj巳 l人醐守H 人件認~I 智|無|巨百 一般

1 I会議参加 2回

J舌動指標または成果指標 ず...、 ......1< 'H25 

2回

2回

100.00% I 100.00% 

2 

3 

政府、国会に対し、要望決議を行う。

概ね適正である

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

1，.(;'韓三|引き続き参加することが望ましい。1:;:議長引
E;.，........."，.."，.......，.1 



様式1号(事務事業評価)

匝亡ヨ平成27年度事務事業評価シート陳情・室冊(係)1農業委員会事務局|

48，000 

318，0001 305，525 

501，0001 461，647 

算概費件人

f:~ ，4~0;9þol :. '..9&~7里872

1人Z数(火役)1九二人件費I円)1 
|ー 2.31 9，244，2611 

r:....若覇指事または成果指標 τ万台ケ|心人三825‘

1 12回

1 1総会開催回数 I 12回

歳入 予算現額(円) 決算額{円)

源財向し合副

国庫支出金

県支出金 2，271，000 2，358，000 

地方債、

訳 その他 現地銅査手数料ほか 160，000 199，200 
' 

一般財源 6，989，000 6，810，672 ‘屯‘，・4

|山、 f 合計 9 ，4~O;OOO 1..... . O;3s7，8τ2 

設いl|会計翻~ 一般 経常

21農地法3，4， 5条の規定による許可件数

100.00% I 100.00% 

….....97{.平........1.....・・・・5子砕…

31改正農業委員会法施行に伴う農業委員会改革

聞J制の妥当性! 、、|妥当である|農業委員会の許可が必要であり、妥当である。

自治体蘭与の妥当性|妥当である|農地法により農業委員会の許可が必要で、ある。

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である

レシととど/己しが γ 山

領棋聖戦存在:三|存在しない.
遊説議安婦説"1首長山花|
~~i委託夏幣f~.(].;..I....~~.::~~....1村秀詑:~T5き.予三宮、円.Et??:
受益者説担日シ遇制64適正である|農業委員会は、合議体の行政委員会で市の負担で行うものであり、適正である0

1411引所何ぷ，+...:==......:..:~....I
害 烹 モ地率メ適正である|農業委員会総会は月 1回の開催であり、適正である。

.レ
農業者年金や全国農業新聞の普及促進の強化は、今後の継続して実施する必要がある。
改正農業委員会法の施行により、次期農業委員から市長の任命制となる。これに向け、条例改正、報酬の改定、委員の公募
などの諸手続きを平成28年度から開始する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

圏



様式1号(事務事業評価)

匹I31 I 農林係農林水産課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1

一|農業J林業・1魚葉両第一次雇3震が全て奉加するイベント。
霊|安全・安心な農産物が求められる中、地元農林水産物を
同|知ってもらい、地産地消を推進するための絶好の機会で

童lある。
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n
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n
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F
h
u
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u
 

円

4
-
n
L

刊一

J.， ..?.;2~OjOo()I.. •. ρ 士、 '?$Q，too

'1 iλヱ数G人役)1人件費(円) 1 

10.251  1，442，1241 
米件費概算

3 

J 若覇商標または成果指標

1 1まつりの開催

21来場者数

.」
麗蒋7](産まつりの運営費の一部を助成;0te瓦e，市とJAが1/2ずつ負担することになっていたが、 H19年度からJAの負担額
が増大しているため、市の負担額に検討が必要。

事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要

圏



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課?局・室・駅係)I 農林水産課 農林係 匹1 32 1 

ギ|平成18年に旧市町の生改連が合併し現在の団体となる。

裏|現在、会員は24名o

~I農業の担い手との交流や地産地消の推進、地場産農産
室|物を利用した特産品の開発等による地域農業の活性化を

E図る。

18，000 

18，000 

1 川牛費抑算 |:官r]無 Ir耳石| 一般 経常

1 1イベント参加回数 4回 5回

活動指標語元医成果括謀:

21イベント来場者数

臥

m

-

"

∞
一
人
…
人

1
h
-
n
u
…nu 

α
-
6
…6
 

川
一
人
…
人

r
A
-
n
u
…nu 

ゆ一円，
ee--

…6
!
 86.00% I 100.00% 

3 

目;均著者住;ι|妥当である|農業者との交流、地産地消推進のための活動であ日当である。

時係閣撃の持1~1 妥当である|農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、関与は妥当であるo
......・...，....・・ H・M・~ ! .'.~'.'・q・-引山町内E ・
詩集I:受益者泌妥当性|妥当である|農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、妥当である。
υLペリ J 川、日 γ 七、リノ I I 

V九.，:::::.:~ ，. ...γ.......::1 

買標達成度?正三iJ|概ね達成してしも

通話議員五五......:;-:'1

-F 平成18年に同市町両主改連が合併し現在の団体となる。
現在、会員は24名いるが、今後さらに活動を広めてし、くためには、若い世代の参加が必要である。
農村の技術伝承等を推進することが必要。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱占室・所(係)J 農林水産課 農林係 匹I63 I 

歳入 予算現額(円) 決算額〔円}

国庫支出金 100 1，000，000 449，280 

県支出金

地方債，

その他

一般財源

12トt;()qq，qool.........." :419;2$0 合計 :. .1，000;000 449;280 

l x工数(火役)1'人件費(円)ェ|

|0.051 172，5221 官?|無 II会計重ill 一般 臨時

|泊三ぷι 活動指標または成果指標ヘ/九 リ い"1 H25 

1 1リーフレットの印刷

21リーフレット配布箇所

3 

概ね適正である|啓発事業であり、効果の検証が必要となる。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 学校教育課 学務係 回コヨ

食育推進事業

事|喜著書252聖護51喰誌龍三L五12Z|対象|学校長、栄養教諭、給食調理員、教育委員会事務局職員

議|討するため、定期的な会議や研修会等を行う。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 10，000 1，900 

支
出
肉
訳

ぷロ』 計 t 10;000 1，900 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)、

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 100.0% 10，000 1，900 

dロ』 計' 10，000 1，900 

人件費概算 |人工訟役l 人件記~ I官見|無 IE到

66.6% I 100.0% 

一般丙什

活覇福語、または成果指標 四
一
回
…
佃

'
t
-
η
d
u
η

。

空
間
…
回

H
一
以
…
引1 I食育推進のための会議の開催件数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|食育推進のため、関係機関と連携し、定期的な会議を通じてその対策を講じていく

i lF所持労I::ヂ:~~~::]!~~安全両日聖子三日予言552::::::::::
対象(受益者)の妥当性l妥当である

目標達成度 |概ね達成してしも
有 f.........:.;............................;....1
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 i く・|

冒上位施策への貢献度|貢献している

効|黙さ-!*ø空里子 :....1 再会三I.~~~.~~竺警と主{，jQ3f.Jと?とZ157空会空
率 |受益者負担の適正化|適正である

性 t....…-………………l
コスト効率 適正である|会議のための旅費を支給.. 
平成30年に給食センターが開設されるため、センター開設後の運用も見据えた食育を推進していく必要がある。

課題

! 今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 農林水産課 農林係 I~ol 34 I 

ー

算概費時
T

-人 I人工数(七割人イ牛間 |間|無山色| 一般 経常

183.00% I 183.00% 

72日動子旨槙または成果指標 ，.， H25 ぃ|、 附26

!農薬22回以下|農薬22回以下

1 ，農薬減化学肥料使用回数 |農薬12回以下I農薬12回以下

2 

3 

目頭湾要時三日|妥当である|減農薬や有機農法により地球環境の保全に取り組むことであり、妥当である。

掃除閣制幹事1妥当である|減農薬や有機農法により地球環境の保全に取り組むことであ日当である。

議議返済場開言語.~:;b~...l五五五二万二二五言語53Z込32;

自標達成度達成している'
言ι..ぷ?:.~.前...ょ日::~:;.Li~.~.~~:斗

領似空券夜券売存在しない-

lli位協議永の貢献度j貢献している
Jロザャ♂トぷシパ.::.

与と λ';，.，"ジ!と ~ ♂ 

実J主体の適正時以|適正である|エコファーマー認定を受け、農業環境規範に基づく点検を行っており、適正である。
γ り十 '.1 I 

持者負j皇制~lg'l 適正である|国が以県が1/4、市が山の負担であり、適正である。
22み通首長 r~:理主!室開?1砥糠将;向日ヲデ等あ待問子平宥磯萩塔等間千右

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

重量f;;1国庫補助金が、県経由で市へ入金
| 烹烹 | 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 農林水産課 農林係 匹仁司

120，0001 120，000 

54，0001 54，000 

273，0001 247，231 

273 ，öqÒj' ん ?47;?~~
|人工数(人役)1人三件費(同).1 
|0.21  1，153，6991 

経常

り語覇指標または成果指標

5x 

つ』一
FD-

H
一l
i--ム
4
E
i

;
 1 1市民農園利用者数 101人

88% I 87.00% 

2 

3 

目的切実当性山 |妥当である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。

国治除関与、の妥r当f生.1妥当である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(1系)I 農林水産課

5 

u 

農林係

家畜診療体制運営支援事業

世 B主に家畜診療業務を行い、適切な診療記霧雨二事故面面
霊|減と共済掛金率の低下を目指す。また、飼養管理指導やー

刻家畜導入時の検査等を実施している。 I手段|均等割、戸数割、頭数割で算出し、負担する。

要J Iご意図|畜産業の振興

|主一二千人件費概算 工数{火役)l入件費t円)I I長付税 I&m: I I ム ii~:~~~ I 
| 0吋 捌，4吋|ト!算入二|無 1 1会計間JI 一般

; 5若動指標または戚裏福麗 H25 

1 1分娩頭数 42頭 59頭

21予防接種数 231頭 253頭

3 

明ぞきさ型;ー;去、|空警交互 l育里子??を'1，黙-C:(9)~o
憶を縁関与娘着実|妥当である|主に家畜診療所業務を行い、適切な診療に努めており、妥当である。

務持発言語み''1言語342院議お議長ぷ妥当32;
持達成九円、， ， 

級長i弱者五弘主;;・
主主属議f~å3.言語!記長証山花 1
1日ジツ了おじ、 廿山γ....，." ， 

INdl 36 I 

1，137，000 
1，137，000 

経常

μ山;主主全空;票空さ芝:1ιιι..，ム..，し，1翌空.主三f於三 |雪烹空?ごどH'fプ史r計空竺r史!どI;::~史~.芝芝.~芝史雪雪ðO七土三，.. よふ:L."f.Tfrf?.f芝jf;:i'ti竺土，jJfra:ðO行fご?士史史j l?， ~jEて芝士T土，"5
蚕益者貧鉛j昼7治遍注f花ど| 適正である|均等寄割凱1]，、戸数割、頭数割で算出しており、適正であるo

主主児七ひとごうL ヶ寸「ぐ，.:1 1 

議税率三立川適正である|結診療業務を行い適切は診療に努め、事故の酬と共済掛金率の低下をめざしており、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所恨)I 農林水産課 農林係 回コヨ

主主1扇語蚕をとおじてJ豪畜語定伝染病及び伝染性疾請の発
斗1生予防とまん延防止に対する協力。家畜の改良増殖、受
z:U台率の向上を図るための協力。環境保全対策や担い手
品、支援対策。耕作放棄地の保全対策として山口型放牧の
要j推進。(松岳畑地区において実施)

算概費時
干入、

45，0991 ツ4[i，OQO

l人Z数(人役)I人件費(円)じ|

| 0 . 0 5 1  288，4251 

n
u

一円
U-

n
u
-
n
u
 

n
u
-
n
u
 

j
 

E
d
-
F
h
u
i
 

s
q

〓4ι
一

j
 

n
u
-山
内

U-

nu

一円
U
j

nu-unu-
j
 

F
h
u
-
-戸

h
u

d
a
z
-
-刈
A
Z

一般 | 経常

，活動指標まrEIま説栗商標 J 九 I口付25

1 1… 4ftt 
1 I中部家畜保健衛生推進協議会等へ参加

100% I 100% 

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課"局運・所得)1 農林水産課 農林係 ~豆コ

対象酪農家2戸

手厚f1頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助するロ

酪農振興を図る

K
いい一

λ精機算 :jrilλ班 ttl人f牛支払1 I叡刊無|匝副

a 、 (円)

112，000 112，000 

112;000 112，000 

ι面江二 1"予算現額(円汀て訣算00同7
112，0001 112，000 

一般 経常

1 舌動指標ま1'3ま蔵栗指標 νへ j ヘ以H25 ケ|、 H26 

1 I共済掛金補助数 56頭 56頭

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直ぶ所得)I 農林水産課

入件費概算
、、、

活動指標または成果指標 u_  ..  r .'H25 

1 1集落協定数

21協定面積

耕地係 匹I39 I 

2/3 2，524，000 2，198，578 

1，099，293 

~;297;871 

|;習i|無 I I会開| 一般 経常

100% I 100% 

18.03ha 1 18.03ha 

a
 

h
…覧

旧
U

川
口
U

r
A
F
n
u
 

n内
u
"
噌
1
ム

噌

E
ム
“

E
E
-
-晶
・
E
E
E

au
“
 

-hu

…w河
内
川
一

nv

r
A
川口
U

n
D
F
唱
A

唱

E
A
"

3 

耕作放棄地の防止、自立的かっ継続的な集落営農による農業生産活動の体制整備であり、妥当である。

地元が自ら実施しており、安価に実施できる。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課・局運鋼所得)I 地域活性化室

様式1号(事務事業評価)

回二司

i入閣で~竹 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率
二日活動指標または成果指標 γ....1 H25 子1， H26 

1 2事業 1 2事業
中山間地域づくりの推進に係る事業数(農林水産業を除く)ト・ 4 

I 2事業 I 2事業
j
 

一
標
成
¥
一

目
達
一
一

:
 

;

-

J

-

J

-
J

-

;

-
;

-

J

-

¥
一
'μ

之
山
戸
、
刊
肱
川
一

7
5ラ
剖

牙

"o-

坦
一
審
…
事
…
丸
一

t
-
2
…2

…1
一

••• 
・

・

圃

••• ••• ••• ••• ••• 
・

・

・
(テ、マンド、交通導入、厚狭地区複合施設の整備) 100.00% 100.00% 

2 

3 

目的め妥当性、妥当である

.」
深刻な担い手不足による集落機能の低下及び、日常生活支援機能二手一ピスの低下をきたしている。

事業の進め方等に改善が必要

業
一

事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一
:
 

-
u
:
j
i
-
-
h
よ
り
吋

J
u
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-
i
i
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h
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-
-
j
~
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一記」項勺一

一特一事一川一
:
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱喧“所得)I 農林水産課 農林係 匹LAO

山口県林業協会

手段|森林面積割と事業費割で算出した負担金を支払う。

(円}

ソ 33;叩'91三川沿勾，990
I大工数(入山役)1:ウ人件費(同)三|

|0.051 288，4251 

|λ;ヤ γ 活動指標または成果指標:守山バ 1....、 :H25山 1< 'H26 

I 2回 I 2回

1 I会議 I 2回 I 2回

100% I 100% 

2 

3 

適正である|森林整備事業の推進であり、適正である。

.い

計画どおり事業を進めることが適当



" 平成27年度事務事業評価シート|課同局・室・所帰)I 

士 l山口・美祢農林事嘉所菅内の区扇匡肩可る地域林素の

芸|活性化のため、木材生産、流通、加工体制の整備、林業
四|労働力の育成確保、及び高性能林業機械の導入等、並
妻|びに森林の多様な利用について総合的かっ一体的に推
l進するため、センターに負担金を支払う。

、七 一 ..活動指標または成果指標 J 山 I H亙5 1 

I 2回|

農林水産課

1 I会議 I 2回 I 2回

100% I 100% 

2 

3 

総合的かっ一体的に推進するため、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当

農林係

様式1号(事務事業評価)

! NC>! 41 ! 

51，000 

1)1，000 

一般 | 経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|謀、帰円室"駅係正| 農林水産課 農林係 匹I42 I 

ーl林業従事者等で、結成する存薬扇究グ7じーア丙語扇を支
霊|援する。林業技術・経営の研究改善による林業経営の向
概|上を目的とし、自主活動を実施。また、都市部の市民との
要|交流事業や小学生対象の森林学習体験などを展開して

|いる。会員数は20人。

算概費件
、人
J

町

v ィ Z2;000

|人~I数(入役)1".人件費{円)午|

| 0 . 0 5 1  288，4251 

n
u

一nu-一

n
u
-
v
n
u
 

n
u
-
-
n
U
 

;
 

円

L

一
層
台

可

t

Fー
η
i一:
 

n
u
?
n
U
一

円

U
-
n
u
一

n
u
-
n
u
j
 

j
 

n
L

一ηρ

可

t
-
丙

i

経常

lγ ン 活動指標または成果指標 J 川、 1 • .H25:，....、卜♂ H26 

1 13{'牛 I 12件

1 I事業数 I 13件 I 12件

100.00% I 100.00% 

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課帰濯4所得)] 農林水産課 農林係 匝[}o

450，0001 276，800 

450"3q州0引I、〆Jパ、 ベど三:恰7苅6，沼800州0川II元引 μ 276;!30Q 

Iじぷ円 -示 ♂川、 火江ヱ瑚数(入胤刷刷役釦制)汁l火刈岬件惜伺牛晴費(円~I 交{付す掠 I ~ l' I ~tf*t~'JI 
J バ件費時三:ノ，-----..--~.íl-...576.，8501 1;算木|無 II会計種別| 一般 経常

l三川語扇福需主7言語読果指標ぷ 七七三三1...H2!5. 

1 1交付件数

100.00% 1 30.00% 

2 

3 

事業費の2/10以内であり、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課帰・室・所得)I 農林水産課 農林係 INol 44 I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

、‘ 国庫支出金

麗訳財向 割合

県支出金 1，200，000 1，416，520 

地方債

その他

ー般財j原 1，800，000 1，578，320 
+ 咽 可・.

合九計 3;000;000 |、 2;994，840

|三さ件費抑事 三女見|無 II会計種別| 一般 経常

二三、Zi~vパ J 活動指標または成果干面謀ア三台三 r H25 <1 〆H26

11.84ha I 12.3ha 

1什|附市有林の整備面積 1しししし"…………….. ……… .. …… .. ….“1旦11.日1.烈.. 
100.00% I 53.30% 

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱?島駅船| 農林水産課 農林係 匹I45 I 

〔円}

1，262，298 

1.262，298 

|シ刈割算; 一般

r 

苦言方指標または成果指標

実施件数

21巡視回数

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

匹巳己

(円}

農林係農林水産課平成27年度事務事業評価シート|課・局・窒E所恨)1

経常

人 よみP~;~19J;' ， ;， 1~8!'?7q 
.，..，..1公Z数c人役}I人1牛費f同)， .1 

川ぃ1 0.051 288，4251 
算

一
概

4

費件、人
γ

山 r 活動指標または成果指標

1 1森林面積

2 

3 

...... 

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課伺・室ー所〈係)I 農林水産課 水産係 匹仁司

主|漁業者が行う水産の多面的機能の発揮に資する取組を|対象
霊|支援するための事業。アサリの漁獲量の増加を図るため、仁三土三
霊|ナルトピエイの駆除による藻場干潟の保全活動を行う。ま|手段|ナルトピエイ駆除、料理教室の開催
塑|た、食文化の教育及び啓発活動を行うための事業を支援l三バシl
号|するo ~ 1意図|アサリ漁の復活、食文化の教育

70，0001 22，200 

(円)

100% 100，000 46，000 

46，O()0! 

算概費件
J

入
JJ人Z数(人役)1人件費I円)I I、交J付税日| 銀 I I ム~j_'i~'c~'~:.1 
| 0.351 山山~ 1算:入υ| 、、 1 1余計種別| 一般

経常

21ナルトビ、エイ駆除匹数 327 468 

二ャ九九 活動指標または成果指標九>H25 

I 6 I 10 

1 1ナルトピエイ駆除回数 I 4 I 7 

66.67% I 70.00% 
500 1 500 

65% I 94.00% 
4 14  

31食文化の教育及び啓発活動 l…… 6 …T…… 4 …・Ir"……・3
150% 100.00% 75.00% 

開返ささjJEijよ己i!?221????会:空.7TRfyjf.七三万会合会
員.~~.~実関与り持母;|妥当である|水産の多面的機能を図る事業であるため、妥当である。

ワ 宅..・・・9 圃...~' ..~~.~......ー.........ー-ー"・・・・.........................，

対象話奪鋪)φ妥当襲| 妥当である|漁業者及び市民を対象としているので、妥当である。
f 山、 λ 日 ι ‘

~.挙実耕三.......;;:....I.~.~~~とご•. ~.:~l明*O)~で.1152F秀作23fE22日，持労?とゴ.12?
糊誌の存在山|存在しない.

謀議長夜開削貢献している

耕報神時三概ね適正である同五日明協議会で、市は補助する立場であり、概ね適正である。

持静的併記:|概ね適正である|実施主体は地域協議会で、市は補助する立場であり、概ね適正である。

戦弱点概ね適正である実施主体は地域協議会で、市は補助する立場であり、概ね適正である。.. 
駆除活動により、ナルトピエイの数は減少しているが、当初の目的であるアサリの漁獲量の増加に至らないことから、いったん
事業を休止し漁業者の協力を得ながら効果の検証を行う。

事業の終了



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課崎直・所(係)1 農林水産課 水産係

水産資源の回復と水産物の安定供給

| 歳入J 予算現額(円)

国庫支出金

樹内車三;富省三市
県支出金

地方債

訳 その他 ? 

J 

一般財j原 100 324，000 

三三 3?，4~b991 i> 川.~I， $~9 | 、 合計 |、 324;000

1人工数(A役YI人件費℃円)j

| 0 . 1 5 1  865，2741 宮支見|無 II会計種別| 一般

活動指標または成果指標 J

1 I放流回数

2 

3 

-v 
扇憂量の両五を園蚕7f..め、漁協と連携し、更なる推進が必要である。

計画どおり事業を進めることが適当

圏

I Nol 48 I 

決算額〔円)

61，560 

、61;[j6Q

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|勲局・室鋼所得)I 農林水産課 水産係 匹O[J

九九l協議蚕示実施子訪ノレ五1:::".ガザミ両種苗を京語子る雨
霊l間育成事業等の負担金であり、水産資源、の回復及び水

言|産物の安定供給の確保、さらに漁家経営の安定を図る。 I手段|種苗の中間育成及び放流に対し補助金を交付する。

要I I意図|水産資源の回復及び水産物の安定供給

1，800，000 1，672，000 

1，;$00;000 1;672;000 

常
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:
 |....;.:.::.ぶ、山小:.;:;.::]舌動指標または成果指標 二 H25 

4 

1 1放流回数

100% I 100.00% 
22 1 22 

21過去3ヶ年のクルマエピ・ガザミの平均漁獲量(t) 25.3 25.7 

115% I 116.00% 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)1 農林水産課

生 >1近年の掃業経営Tf敢しく、百E資金で丙新たな設備投資
霊|は困難な状態であるため、市が融資に対する利子補給を
毒|行うことにより、漁業者の設備の高度化を図り、経営の近

要|代化を図る。

百覇指標ーま正ほ麗裏福震.•• 

1 I関係機関との情報確認回数

1 I 1 
l・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・'t.............................

2 I利用者数 1 I 1 
......・・・・・・・・・・・・・・・.......・............・・・.....・・・・・・・・・・・

100.00% I 100.00% 

3 

....... 

計画どおり事業を進めることが適当

圏

様式1号(事務事業評価)

水産係 匹~

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室岡所得)1 農林水産課 水産係 !N<>! 51 ! 

62，4001 58，016 

398，0001 396，234 

13，125，0001 13，124，160 

歳入 予算現額(円)必決算額〈円}

調財向主割主者

国庫支出金

県支出金 80% 10，499，000 10，499，328 

地方債 18% 2，300，000 ， 2，300，000 

訳 その他

'"..， 一般財源 2% 853，000 845，682 

ぷE出ヨ 計 13j6i)2;OOO 13，645;010 

宝?|有||会計種別| 一般 臨時ll可 三人件翼概算t

事業の進捗率(%)
21 

(事業費ベース)

67 I 70 

iι活動指標または成果指標

1 I漁港施設の整備数

円

09』

-
F
O

U
H
E
 ;

 

民
u
-

ク』

T
O

H
 

67 I 70 

100_00% I 100.00% 

3 

目:視の科民ι 妥当である|漁業の作業効率の向上と安全性の向上を目的とするため、妥当である。

長以科婦非同五以降i誌編ぷ長以:ぷである。

総長持議草|員三五~""Iぷ:言語広三五品ぷぷ三五五ぷLL:
目提成度目川|概ね達成している|単年度目標は献しているが、長期的には、完成まで期聞がかかる見通しであるo

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課喝濯・所得>:1 農林水産課

主|市内の融港は建面開始長吾薮十年雇通し、施註函老朽|対象 I市内漁港の標識灯
芝|化が著しい。特に夜間の操業に不可欠は標識灯は、海水lJ可 1 
霊|の飛沫帯にあり腐食が早く耐周年数が短いため、定期的|手段'01消耗部品の交換
慨|な改修が必要である。 I イ

I' CI"" ~I~I'" ;...L.，l'..>". ........"，-CVO I告閣 I夜間操業の安全性の向上

E 活動指標または成果指標日山¥ソ九三1 日 H25

1 I標識灯改修

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当

水産係

様式1号(事務事業評価)

匹O[J

一般 | 経常

O 

'0 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課伺・室・所く係)1 農林水産課 水産係 匹仁司

n
U
E
n
U
J
 

n
U

目

n
U

8
笠

-

A告

，.， 

n
J
u
-
n
L
 

n
L
-
η

。
23，pgOI;γ 持活00

l人工数(人役n火件費(円)I 
|0.11  576，8501 

経常

三..ぶ百台三..活動指標または成某福覆......了 I、<:H25叩

19 

1 I利用した学校数 17 19 

89.00% I 100.00% 

2 

通並
日

3 

適正である|給食としての食材提供であり、適正である。

.い

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|訣J局;~;所(係YI 農林水産課 水産係 匹I54 I 

厚狭川の水産資源の回復

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財m訳軍lh書言4 
県支出金

地方債

その他

一般財源~ 100 216，000 216，000 

ιさ三合計 一一 216，000 216，000 

経常

3音扇指標または成果指標 、小ト λ二日

放流回数

21放流量(kg)

3 「水辺の教室Jの開催支援

.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所{係21 農林水産課 農林係 匹I55 I 

事 I~~市場開設。高千帆青果物地方卸売市場と小野田青
叫 j果物地方卸売市場との統合により、適切な施設整備・維
毒|持管理を行いつつ、市場の公益的機能の発揮に努めて
要|し、く。

山陽小野田市地方卸売市場

地方卸売市場の充実

ιιι
』

tk{!牛費概算 l入工数(告|人件1241|:智|無|両両ドー丙 経常

7，996，069 

7，996;069 

「活動指標または成某福標~C ，n I H25 

I 268日

1 I開場日数 268日 268日

100.00% I 100.00% 

2 

3 

.レ

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|静局・室・所得)1 農林水産課 農林係 匹亡日

|斗 j重人 予算現額(円) 決算額(円)

樹海里七割吉

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
r 

ー般財j原 100 3，084，432 2，158，496 

ι三色合計、一 I 3，084;432 2;15ilA96 

官|無 I I 会計翻~特会(市場~ 経常
、
算

L

概費時
ホ人L

仁川手Ó~1~492J; ぷJiI58M96

1ぶ工数(人役)1::人J件費〔円) I 

| 0 . 2 5 1  1，442，1241 

V戸古川;.~:.:_:;μ7吾動指標または成果指標口三三

1 I修繕料 同・・1:233;E50宵Ti3'O5万五百.. 

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室明(係)J 農林水産課 農林係 匹I57 I 

ギ|小野田中央青果経営再雇売ヲェクトチームを設置し、
霊|事業継続判断、経営分析等を実施。売買参加者の破産
譲|に伴う貸倒引当金根抵当権設定に係る司法書士報酬に
要|対する補助を行う。
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s;qgo，oo叶三 '3，uOO，aoo

1人工数(人役)1 .人件費(円)1
| 0 . 0 5 1  288，4251 

活動指標またl;f成果福槙 H25 

1 1補助金 2，440，753円 I5，000，000円

2 

3 

目的の妥当性妥当である|公設市場であり、妥当である。

画治体関与の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。

対象f受益者Jめ妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。

事業の進め方等に改善が必要

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室"所得)1 観光課 観光振興係 ~ヨ

す|市内最高111条(標高324m)の松獄山は、展望台から厚狭市
主|街・竜王山・瀬戸内海までの雄大な眺望が得られ、また、
読|その近くに県指定文化財である銅鐘を擁する。これら観
要:1光資源への良好なアクセスを維持し、観光客の増加を図

lる。

手段|展望台用地の借り上げ、展望台と登山車道路肩の草刈

交流人口の増大による観光振興

438，856 

438;856 

101，0001 100，776 

算概費件氷 i 人工数{官~人{牛12Jll官 I 無|匝到 一般 経常

l バ=三活動幅標言正証成果信事

1 I展望台と登山車道路肩の草刈実施回数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H25 三1百芝6 I I H27 1目標
3回 1 3回 1 l' 3回 |達成
.3白....・.....1……・・3苗……Ir… ・1箇……1 民
100免 I 100% I I 100.0% 

2 
…・4 かなり

良い

3 

叶¥

里的役妥i当当位民世九JふV?円....“....叩町明....目.日.日....................日P戸..咽I.............................t
静持関与の妥当官|妥当である|旧町時代から私有地内に設けている市内最高峰に位置する展望台であり、妥当である0

; ""~・ヤ対引所所ヶW・1.............................1

対象t受益者jぬ妥当性|妥当である|展望台は景観確保が、車道はアクセス確保が必要で、妥当であるo
i:::;.:;.:":コヤ」いh〆一日立 主人ヘイ l 

時違法摩川;γ|達成している|良好に管理されており、達成している。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・居室・所得)I 土木課 河川港湾係

雨項目(施策7
観光・交流の振興

きららビーチ焼野管理事業

士 iきららビヘーチ焼野の維持管理については山口県より市に
宝|管理委託されているD 現在は市から指定管理者に管理委
譲|託している。この施設が安全かつ適正に管理されること
要|で、安心かつ快適に利用できる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 314，172 314，172 
支
出
内
訳

4ロ』 計 )14，172 ， 314， ~72 

歳 λ 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 100 314，172 
4E』2 言十 314，172 

回三ヨ

決算額(円)

314，172 
314，172 

人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 1_1 Iムi 吾口J
人件費概算 I 0叫 ì ， 442'， ~241 I 算入 |無 II会計種E川 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 1 H26 1 r~21 l目標 l

I 20000人 I 20000人 I I 20000人 |達成
1 1年間利用者数 {…・2s'7o'i3A"""1…・z'si42A'''''1 r…"3287'oA"…1 度

143.00% I 125.00% 

2 

3 

l目的の妥当性 |妥当である|利用者が快適に利用するためなので妥当である。
妥 ト・……."・H ・".…・・....・M ・..…・..1"""".....................1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|山口県より市が管理委託を受けているので、妥当である。
性ト……………....・H ・..…1.........."""""".."...1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|利用者が快適に利用するためなので妥当である。

有 l円.空空空竺.........，..:....1 空今日J三I.~.~:.~I!.~土空更さ~j[竺竺L--c:to1J空男.と-C1t'Qo

効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ説員二伝説|説CEi;五院雨漏ス議ii逼i;通iiじ35:説仁三;:ぇ
実施主体の適正化 |適正である|市が管理者であり、適正である。

|効ト・H ・H ・....……………・;1..................""""".1
率、|受益者負担の適正化|適正である|指定管理委託契約に基づく費用負担であり、適正である。
性 I…竹…十………"“…円・..1""""................"".1

コスト効率 適正である|修繕は緊急を伴うため随意契約するが、 2者から見積りを徴Lており、概ね適正である。.. 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

笠j



様式1号(事務事業評価)

匹仁己観光振興係観光課平成27年度事務事業評価シート|勢~局・岳所得)1 

会|餌茄三蘭わる様々な末肩が所属するili扇小野田観光協
案|会の運営を財政的・人的に支援することを通し、交流入口
概|の増加を促し、観光振興を図る。

要 交流人口の増大による観光振興

歳入 予算現額(円) β 決算額(円?

財揮訳内ι7割肯了t 

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財j原 100 3，485，000 3，485，000 r 

、J合計 3，485;QOO 3;485;000 

吋一|:珂|無|:予算̂

※上段:目標
H25よ子 1 H26 

920，000人 I980，000人

977，051人 I968，010人

103% I 99.00% 

30品目 1 32品目

31品目 1 29品目

103.30% I 90.00% 

5件 I 5件

5件 I 9件

100.00% I 180.00% 

s;485，卯01山~勺民主$5;009
|人工数(火役).1人J件費L四)I 
|1.051 6，056，9201 

r人件費概算

:主主!九三 J 重塾指標または厘聖重要目~三三己J

1 1市の観光客数

21山陽小野田名産品認定数(3月31日現在)

31県内外での観光及び名産品PRの出展件数

-v 
山口県内の自治体において、法人格を有子右顧元扇蚕等が多い中、本市においても協会の法人化について検討が必要で
ある。

事業の進め方等に改善が必要

圏



様式1号(事務事業評価)

匹仁己

負担金の交付、タイアップキャンベーンの実施

観光振興係観光課平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)1

|資制三|一l
~算人 fl

※上段J目標
t H25三FI 市互Fで

できるだけ多く112，000，000ピュ-

IY:~.~~:~~~::'.三二E~:.?~~ニ?史1::""，-二.
137.90% 

920，000人 1980，000人

977，051人 1968，010人

103.00% I 99.00% 

交付対象団体のネットワークを活かした効果的な広報の推進

経常

(円}、

799，000 799，000 

799;000 799，009 ょ'799;OOpl伝出799100..0
1人工数{人役)I<.A件費C円)1 

10.31  1，730，5491 
~
算概

1
d

費件・人ペ

活動指標または成果指標~抗日ι久、

山口県観光連盟ホームページのビュー数

21山陽小野田市の観光客数

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

圏



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直ー所得)1 観光課 観光振興係 医亡己

協議会への負担金支出、市内催行分産業観光ツアーの引率

交流人口の増加と地場産業の振興

n
u
-
n
u
 

n
u
-
n
u
 

n
u
-
n
U
 

'・!'

n
u
-
n
U
 

A
吐

-

d
笠

F
h
υ
E
F
D
 

、l 人件費概算 i人工数(人生r人422広1l'習~tl 無|戸高司 一般 経常

l三三 λrぷ活動指標またlはま成果指標

1 9回 1 9回

11募集型ツア}催行回数 I 9回 I 9回

21募集型ツアー参加者数

似
m
一

い

叩
一
名
一
名

い
山
一
円

U
山

G
U

P
L
-
F
h
u
"
β
h
u
 

n
u
u
-
噌
1
4
"
噌
'
-

wm-

“
 

加
一
路
…
始

。-5
5
u

r
L
-
噌

i
"
唱

i

31受注型ツアー参加者数

似

m

-

"

加
一
名
…
名

川比一却…
M
H

似

刈

-

…

引
一
名
…
名

7
L
-
n
u
"
n
o
 

w比
一

2
一

5
280.00% 70.00% 180.00% 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課崎直明(係>1 観光課 観光振興係 匹仁己

よ l山陽小野田市観光振興ビジョンの基本戦略の実現に向
笠|けて、観光関係団体や庁内関係部署から広く意見を聞

議|き、具体的な策を年次的に計画し策定する。 I手段|観光関係団体や庁内連携会議を開催し、意見交換を行う。

要I I告白 I観光振興の具体的な施策となるアクションプランの策定

。

。

l 開業 |大工数(匂~人{?;22811 宝3111 無|匝画 一般 経常

活動指標または成果指標 J 九万九り 1_ H2~ 

1 1観光関係団体ネットワーク会議の開催

21庁内連携会議の開催

31観光振興アク、ンョンプランの策定

事業の終了

業
一

事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一
;
 
:
 
:
 
;
 
:
 

一記三項丸一

で
占
守
門
誌

だ
晶
T
f
t
μ
一一E:
 

-o一品十一一、
rc
ゲブ、一、、-:
 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)I 観光課 観光振興係 匹I6 I 

外国人への当市への認知度を高め、訪れてもらう。

(円}

‘ 3;1a6;OOO 

i入閣マ~人間 臨時

活動指標または成果指標 f ソ、 l H25 

1 1観光マップ(4種類)完成

21外国人観光客数

31外国語マップ配布数

4' 作蔵Lた外国語句ヲを、県や近隣市と連携をして配布する機会を増やし、より戦略的厄配布する。

事業の終了



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E 局室首所得)1 公営競技事務所

警|芸員協議J、す提訴京諮問対 象 | オ 十 ス 運 営 事 業

譲|判定株式会社と3年間の包括的民間委託を行うことによ|手段|包括的民間委託

匹Eヨ

|り、オートレース事業の継続を図る。 1< ..m 1 
| 一意図臓器2223野鶴海情説都宮宮町育事業その.

→ 

支出

内
訳

歳出 一

包括的民間委託料

義務的経費

開催経費

特例交付金及び小型自動車監走闘連凶器リース科

その他

合一計、〉

予算現額C円) 決算額(円)>1

650，000，000 524，656，286 

5，662，093，000 4，699，497，4481 

1，895，115，100 1，704，879，425 

206，713，000 206，713，000 

756，090，900 725，619，927 

9，170，012，000 7，8sl，司66，086

l人工数(人役)I人件費{閉)斗

|3.51  17，674，5541 

活動指標または成果指標三 H25 

歳入

れ 国庫支出金

財 県支出金二
源割

地方債士
内合
訳 その他

一、 一般財源

ilヨh 計

|官|生|

H26 

7，573，480，000 7，816，320，000 

予算現額(円) 決算額(円)

車券売上 9，170，012，000 6，929，164，720 

9，170，012;00。6，929，164，720 

臨時

1 単年度売上額 6，773，534，100 6，905，151，200 
......・・・・ B・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ............................. 

89.44% 88.34% 

2 包括的民間委託によるオートレース事業での収益
110，000，000 50，000，000 

確保を行う。(市収益保証)
240，310，711 50;000，000 

-・・・・・・・・・・・・・・.....且..冒・・・・.............................. 
218.46% 100.00% 

3 I~つの累積債務(リース料、 JKA交付金猶予額累
292，383，000 216，836，000 

積赤字)の解消(ニキ累積債務の減少を図る)
217，532，000 10，301，000 

..・....冒.冒・......冒.......・...

74.40% 4.75首

|目的の妥当性 1 妥当である ノいjト、型自動車競走法に基づき、公益事業の振輿及び市財政の健全化に寄与することを目的に運営される。

妥 .一一…….“山.“...山……….. 山山.. 山.“-川

当 |自治{体本聞与の妥当性| 妥当である|施行者である市は、小型自動車特別会計により事業運営の適正な執行を図る必要があるo

性 トトE目………….日…….目…….目….日...一………"…….目.日a“一……….. …… .. ….日.………....………….. …… .. … 

対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある |包括民問委託を行い、売上向上を図る必要がある。(収益確保による累積債務解消は重要課題であるロ)

;五 l;~.!:男聖.....，..........1 空?とごし ~~..l史??.T常黒???!??????三:ß~，予三どTf
J 効 I類似事業の存在 |存在しない
性 f..:.......;.....;..，;;，;.;.，.，j:..;..:;:....1

上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |概ね適正である|包括的民間委託業者による経費削減効果があり概ね適正である。
効-一日山ふり……..........….1・M ・....・H ・.....・H ・ .1 
率 l受益者負担の適正化|概ね適正である引|悔契約に基づく包括的民問委託料と市の収益保証の確保による累積債務の解消により概ね適正である。

性 |ト卜.向..………....山……….. 山….. 山..…….……...……-竺?….. 一'"ト?戸.. …山.一j

1:::1コス卜効率 斗|概ね適正である引|包括的民間委託業者による経費削減効果があり概ね適正である。

....... 
包括的民問委託契約による収益保証額は確保できているが、安定的な市の収益保証を確保するためには、勝車投票券の

売上額の減少に歯止めをかけるため、日程調整、サテライトでの発売機会拡充を推進していく必要がある。
、課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

[[聖;



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)1 都市計画課 計画係

都市計画施設区域内の建築制限許可事業

士，都市計画施設区域内において、建築行語等を行う際には
主|所定の手続きが必要であるため、その審査及び許可を行

匹I17 I 

剥う。 I手段|関係する法令や条例に基づいた審査を行い、許可する。

要.

歳'出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支
出

| 訳内

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源
、

dE』ヨ 計 。 。 4E22 h 計

人件費概算
l木工薮I瓦夜乃人件費{再〕J1交付税r-:I r~よ瓦一ー1
| 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I会計種目JI 一般

活動指標または成果指標

1 I審査件数

2 

3 

I目的の妥当性 i妥当である
妥~;........;，..，;..'....，.............;;;. .'..".I 
当 |自治体関与の妥当性1妥当である
性 f....，.....;.;..'........，.;......;;;....，..，;.;.1

対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度
有 ↓ 1

効 |類似事業の存在 • I存在しない
性 1................;..........，.，............;...:1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 l適正である
効 r.........，~.........'....:，......，，".."';.， ..1

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1.......................::...;......;........1

コスト効率 概ね適正である

課題

H25 

..... 

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I I H27 I目標 i

改善
時期

達成
度

。

決算額(円)

。
経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局副室・所得)I 都市計画課

事|建築基準}去第6条第1項第4号函雇嘉扇奪の確認申語専
業|の建築確認申請等について、処理・指導を行う。

概
要

建築指導室

歳 出 予算現額(円)、決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

dロh 計 。 。 合計

人件費概算 !人工数引人官忠~ I官|無|匝画 一般

活動指標または成果指標

1 1建築確認申請の受付件数

21民間指定確認検査機関からの情報照会依頼件数

H25 

70 

217 

H26 

42 

169 

31山口県福祉のまちづくりに関する届出受付件数 r.........i"i...……r.......…・5H・H・-…・Ir………・5・..........

目的の妥当性 |妥当である|市内の建築物の動向を把握するために必要であり、妥当である。
妥ト...・H ・-………............…1.............................1

。

匹I18 I 

決算額(円)

。
経常

F 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市民の安全のため、違反建築物等を把握する上で必要であり、妥当である。
性 f...:……….. ……………・・|…・ l 

I対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度

at持者計五:::::::I:在百二二二二二
上位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である
効 1....."........，....，;........:.:.....:.....;...1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f.............;;.......::.......，....，.......1

1コスト効率 i 適正である .ト
建築行為に関する市民等からの相談等について、対応できる職員が1名のみであり、職員の確保が急務である。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E 骨室引(係)I 管財課 用地係 匹1 3 1 

i 歳:で面 2 亨事事麗{円2J京事麗(両) 歳 二日未 予算現額(円) J 決算額(円)

国庫支出金
』 一一一

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

-自民財;胃

合計 。 。

r

支
出
内
訳

合三計 三一l' 01三三 O 

入件費時 I木工数(官~人12231 11?|無|同問| 一般 経常

|一三二三二 活動指標または成果指標~ I H笠
1 I収用証明書等発行件数(目標は設定しない) 1・atb存…・「…"'4'f手.....…

2 

3 

l目的の妥当性T 一|妥当である|市有地の購入であり玖、妥当であるo

妾安 Iト卜.，山山-い川…..
当三 1同自治体聞与の妥当性| 妥当である|公共事業用地の購入であり弘、妥当である。

1. ~11証言J益者j記長言語|言語346" "1"
目標達成度

有 1.......;... .;:~.;i.: .•. ~;.............:.;. :.1 
三効 |類似事業ぬ存在、 !存在しない

:主位施策への貢献度|貢献している

効 l実施誌の適正化ξ| 適正であ~....I
円率 |受益者負担の適正化|適正である|用地取得業務であり、適正である0

1 性ー…………・7…;…川…1.............… | 
|コスト効率 =三二 1適正である|

---なし

課題

」今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

寵:卜哨事業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直置所(係)I 管財課 用地係

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

土地利用規制等対策事業

.".，.，乱開発や無秩序な土地利用を防止するとともに、遊休

霊|土地の有効利用を推進し、適正な土地利用を図ることを

概|目的とした国土利用計画法に基づく届出を受理し、進達|手段|届出の受理、進達。現況実地調査の実施、報告
|する。また、その後に遊休地の現況実地調査を行い、報

要|告するr- 一一一一一一↓意図一|適正な土地利用を図る。 一

歳 γ 出 予算現額(円) 決算額(円J 歳入 予算現額(円)

消耗品費 71，178 62，646 国庫支出金

三Zさま出富子三i 燃料費 90，822 90，822 
ま財轟請ム雪ちす

県支出金 T
100~も 162，000 

地克債 三

その{也

一般財源

d回~ 言十 162，000 153，468 dロ』 富十 162，000 

人件費概算 一般

115R無届及び現揖実地調査件数(目標は設定し|::::lhiE::!::111E二:

2 

3 

回二ヨ

決算額(円)

153，000 

468 

153，468 

経常

二|目的の妥当性'，'. I妥当である|国土利用計画法第23条第1項により、市町村長を経由して届け出るため、妥当である
:一一妥三斗…白川....示……一一1.............................1
当 |自治体関与の妥当性 1妥当である 11法去律に基づき、妥当である。
性性、 |ト卜い"………….. …… .. ………ヨ日….. ….. ι… .. … .. 叩 山Fμ川山.旬叩Fμ...………….. …… .. ….“. 主♂.. 山……….. …… .. 山….. ….“ .. …….日一.一竺ιιぷ丙ιιιん竺り….. …ム.. 

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象者は法律で決まつている。

目標達成度

l有 lJWoj!|  
三効三三l類似事業の存在 |存在しない
世主土云斗斗一ア1十一一，f.トト‘~.~凶….ιぷぷιJぷぷ…ιι.. …ι九.. 一山.二山L一.. ….o...“‘ 

|上位施策へへtの貢献度 I貢献している

-実施主体の適正化 .1 適正である
効 l 、 :.1

三率二一|受益者負担の適正化|適正である

1 性性τ一一壬入一エIごご}可"….. 
且、コスト効率一" 二，"1適正である|県カかミもら土地利用規制等対策費交付金がある。.. 
なし

ー一

課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当

土地利用規制等対策費交付金については、年度末に実績にて確定するため。

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室'所得)I 都市計画課 建築指導室 匹I19 I 

開発許可指導事業

市内 (1000m'以上)の開発行為..，."都市.計画法の規定に基づく開発行為許可申請に対して

芸|は、市の意見を付して許可権者(県知事)に進達。市条例
概lの規定に基づく土地開発届出に対しては、審査の規定に

要|基づいて承認する。
開発許可申請書等に対する意見並びに審査・承認を行う

意図|無秩序な市街地の拡大を防止し、計画的な市街化を計る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費(消耗品) 10，000 。 国庫支出金

支 備品 。 。財 県支出金
出

旅費 102，000 90，280 
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 112，000 

dE』ヨ 計 112，000 90，?80 dロ』 計 112，000 

人件費概算 |人工数(官~人T1231| 官|無川竺到 一般

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 11年間の開発行為許可申請書等の受付件数 17 25 

2 

3 

盲目的の妥当性 | 妥当である|関係法令の規定により、市が実施するものである。
妥 F・M ・.................…ー……，.1.............................1
当|自治体関与の妥当性|妥当である|無秩序な市街化の拡大を防止するためであり妥当である。

、性}………………………・.1.............................，
| |対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有，1..........................;.....;...........1
効 I類似事業の存在 |存在しない
性 1".，........;.:.....;..，..........，.........1

上位施策への貢献度|貢献している

効 ~~熟F空サ竺?今:(J)仔空存里烈黙:11:;与 | 空F空三?空~....l目?仔燃Ì'ti-%竺今雪?空!史f三;:J:~♂竺~.巴，$で;~:1iíl!雪守空空土万士'.7，)b史bO)行ざ
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f:~. ，...........，.;，.........，.......，..;'...1

課題

~ 今の向後方性

特記
事項

コスト効率 | 適正である .. 
他業務と兼務のため、対応・処理に時間がかかる。専属職員が必要。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

90，280 

90，280 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シートi課・局室・所得)I 都市計画課 建築指導室 匹I21 I 

事|平取己主曜かち栴長委譲により、建築基準法第6条第~ I対象|建築基準法第6条第1項第4号に関する建築行為を行う市民
:::1項第4号に該当する物件の建築確認申請等の建築行政

毒|業務を行うようになったため、その審査や許可に関する事

要l務を行う。

l歳 出 予算現額(円) 決算額(円〕 歳 入 予算現額(円)

旅費 224，000 170，160 国庫支出金

支'需用費 165，000 146，147 財 県支出金
出

役務費 16，000 15，180 
内

源割
地方債

内合

訳 使用料・リース料 306，000 294，192 訳 その他

負担金 70，000 60，000 一般財源 781，000 

dロ』 計 781，000 685，679 dEb2 • 計 781，000 

人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 1_1 Iムノ 11 I _~ru I 
入件費概算 I 1刈9司I 6，9訓川l日附6

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 1. H26 I I H21 1目標 l

1 1 I 1達成

1 1条例等の策定 1 I 業務開始 1 I 継続 l 度

21長期優良住宅認定業務 46 

3 

目的の妥当性 妥当である

i BSFHEP--HI::zi1BEl-E労務511:???日明言255三三五五二二
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 t...・...…・・・M ・M ・.......，...，.，.........1
効 |類似事業の存在 l存在しない
性.~........::，.......;.........，;...............I

l上位施策への貢献度|貢献している

効 lき空空竺?翌F.!与 l空空三校l.ぞ雪iT今季!!I&J~;: J::♂.7Tf???空fzf雪空l:iitJ~o
率 |受益者負担の適正化1適正である

a 性 1.............;:;..;......;:.......，.........1
Eコスト効率 適正である|職員の県土木への進達数が減少したため妥当である。... 

決算額(円)

685，679 

685，679 

建築指導業務同様に対応できる職員が1名であり、建築主事が1名のため、不在のときに業務が行えないため、職員及び内
部の建築主事誕生が急務である。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

皇J



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シートi課・局・室・所得)I 都市計画課

大項目(九一、

計画係 匹I24 I 

都市計画審議会運営事業

士 t都市計画の決定および変更等の審議案件があった場
主l合、都市計画法の規定に基づき、都市計画審議会を関

副催する。 I手段|都市計画法に基づき、委員を招集し開催する。

要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委員報酬 56，000 48，000 

支
出

内
訳

dE』3 計， 56，000 48，000 

歳 入 予算現額(円) ，決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 56，000 48，000 

.g- 計 56，000 48，000 

i人工数{瓦倒よ再軍円71 r友両税 '--:;:-l じ孟ー[:1.'I 0'" I 
人件費概算 I 0吋 1ω川01叫l

※上F段宣:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26. I I H27 1目標 l

1回 1 1回 1 I 1回 |達成

1 1都市計画審議会協議会 1 0回 r 1回 1 r 1回 l 度

100.00% 

21都市計画審議会
• • • • • ;
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|目的の妥当性 i妥当である|都市計画の推進に寄与するものであり、妥当であるロ
妥ト….....・H・-…………<.・H・.1・・ l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|都市計画法に基づき運営するものであり、妥当である。
性ト……………........…..1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度 概ね達成している
有 t.................，..........................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}、|

上位施策べの貢献度|貢献している

効 l丹空??!?与 I....~.~，芳三I.!.~~~宇土うり明:雪た竺:
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 l………H ・H ・....・………l

コスト効率 適正である

.レ
平成28年度は、「小野田駅前区画整理事業の変更」、「下水道(雨水排水ポンプ場)の変更」、「都市計画公園(日の出公
園)の変更Jを予定している。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記。
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課'局・室・所(係)I 都市計画課 都市整備係 INol 11 I 

小野田駅前土地区画整理区域整備事業

事|住戻蚕両調査や地元説萌会等によりよ音意を得た後、道|対象|小野田駅前土地区画整理事業区域の未施行区域
!:I路や公園などを直接買収方式により整備し、区画整理事
ま|業と同等の整備水準とすることで、土地利用制限の解除

草|を行う。事業メニューは、都市再生整備計画事業(旧まち
Iづくり交付金事業)を予定している。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) i 歳入 予算現額(円)

委託料 1，300，000 1，242，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 1，300，000 

dE』ヨ 計 1，300，000 1，242，000 4EbZ • 言十 1，300，000 

l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I4m: I 長三二刀 l 

人件費概算 I 0叫6司| 開

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26 I I H27 1巨標 1

I (随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 I合意形成に向けた住民への説明会等の開催回数1""'……5・H ・H ・-…T・M ・-…-y……'1 r.....・H ・-・7……"1度

2 

3 

;1目的の妥当性 妥当である|有効な土地利用と市街化の進展に寄与するものであり、妥当である。

! .， t:~:~~:~~:与伝説127255::::
対象f受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 』寸
効 i類似事業の存在 j存在しない
性 f............;.....~...;....;..... ........，...1 

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

i i許税 制:[E555::::::
コスト効率 適正である

課題

..... 

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当

平成27年度に小野田駅前地区都市再生整備計画を策定した。

改善
時期

決算額(円)

1，242，000 

1，242，000 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝宮・所(係)I 都市計画課 計画係

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

厚狭駅南部地区土地区画整理事業利子補給事業

事|厚狭駅南部地区王屯区画整壇事業の事葉費を抵出する
業|ために保留地を旧山陽町土地開発公社へ売却した。公
概|宇土が借り入れた資金について、元金分については平成23
要|空手に支払いが完了したが、残る利子分に対する補填を

'イ丁フ。

4 、
歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

土地開発公社利子補給金 2，298，000 2，297，759 

支
出

内
訳

dE』2 計 2，298，000 2，297，759 

歳入 至掌理額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ

地方債
内合
訳 その他

一般財源 2，298，000 

も! dE』Z 計 2，298，000 

人件費概算 戸数明j凧関誌|宝ji昆|無 1 ~三副 一般

活動指覆または麗裏指標

保留地の処分箇所数
(単年度売却箇所数/全保留地の箇所数)

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

ilH-HHEh--FI::512長二二二....
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 |検討が必要
有 }ー|
効 |類似事業の存在 |存在しない

I性 t..:..:.:..:......::...，..:_:..::.::::.::.::..1
.上位施策《の貢献度|貢献してし、る

実施主体の適正化 |適正である
効}、 ..1
率 I受益者負担の適正化|適正である
性 ~....................;..................;....I

コスト効率 概ね適正である

H25 I H26 

15 I 15 

0% I、 0%

.. 
区画整理事業地の土地利用を図る施策を検討中であるため、計画どおり事業を進めるべきである。

i 課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

笠l

匹I12 I 

決算額(円)

2，297，759 

.2，297，759 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 都市計画課

大項目(九町、

計画係 匹I22 I 

事|山口県創設のf:iンパタ丙まちづくりモデル事業」に採択
業|された厚狭駅周辺について、基本構想を策定し、それを
四|基に事業を進めていくモデル地区を設定するための基本

妻|計画の策定やまちづくりの先行的な取り組みであるコーポ
lラティブ方式の導入について検討してし、く。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
内
訳

A 計 ;、 。 。
1=1， 

コンパクトなまちづくりモデ、ノレ推進事業

歳入 予算現額(円〕 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

dEbヨh 計 。 。
人件費概算 |入四人間人{2291|官|無|也記 一般 臨時

H25 

調査

走覇詰諌言正雨冠菓福覆 H26 

策定・公表

1 1基本構想の策定 …
了
…
叩

…
。
元
…
叩

…
了
…
問

主
主
叩

21コーポラティブ住宅の推進に向けた企画調整

31魅力を高める施策の検討

目的の妥当性 妥当である|有効な土地利用と市街化の進展に寄与するものであり、妥当である。
妥 r……….......…・…M・M・..…..，.......・M・..................1...・-
当 I自治体関与の妥当性| 妥当である|モデ、ノレ事業として市が施行すべきであり、妥当である。
性 r ト…・…・…・…-………・4…・………..........1.

対象(受益者)の妥当性l妥当である

目標達成度 概ね達成している

æt訓告ら予定.........r..子:~~~~:~:]
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化， I適正である
効 ~..........;.:...........;................;..I

率 |受益者負担の適正化 i適正である
性 }・ 4

コスト効率 | 適正である .. 
戸建住宅の分譲を進めるためには、まちの魅力を両める施策が必要である。
戸建住宅整備計画を進めるためには、地権者との合意形成が必要である。

課題

4 今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

向性

L21 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室個所(係)I 都市計画課

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

都市整備係

駅前広場管理運営事業

事|小野田駅、厚狭駅の駅前広場について、草刈りや花壇の
業|管理や施設の補修を行い、適切な環境の維持に努める。

概
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 16，520 16，520 

支‘ 需用費 1，194，888 1，135，856 
出

役務費 25，000 6，397 
内
訳 i 使用料及び賃借料 260，000 234，576 

備品購入費 2，592 2，592 

dロ』 計 1，499，000 1，395，941 

人件費概算

小野田駅前広場、厚狭駅前広場

手段|草刈りや修繕を業者委託する。

匹1 25 1 

歳 ! 入 予算現額(円〉 決算額(円)

国康支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 l その他

一般財源 1，499，000 1，395，941 

4E2Z ゐ 計 1，499，000 1，395，941 

活動指標または成果指標 H25 

l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税| ι I I .6.，=.u吾刷|
| 0.251 1，442，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I I H27 I目標!

達成

度

2 

3 

目的の妥当性

経常

妥当である|駅前広場利用者の安全確保のためであり、妥当である。
も 妥 f….............……・・……・叶…・・ 1 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である i駅前広場は市により維持管理を行うべきであるロ
性1….......……・M ・M ・-・....・......・I・H ・.........................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|駅前広場利用者の安全が確保されるため、妥当である。

目標達成度
有~...........;....................，.....'.....I

効1類似事業の存在 |存在しない

ー性 } 、 | 
l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である

ilF4t持労話T...伝説..T.......
コスト効率 適正である .ト

|課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 都市計画課 都市整備係 回三日

厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地管理運営事業

対象|厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

委託料 1，445，000 1，444，770 国庫支出金

支 負担金、補助及び交付金 2，298，000 2，297，759 財 県支出金
出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 3，743，000 

dE』ヨ 言十 3，743，000 3，742，529 4E』2 E十 3，743，000 

人件費概算
|入工晋I瓦在万人件費I円7J I交付税 I.1m: I 長三一一I
| 0叫 m叫 | 飢 | 無 I I会計種別| 一般

若動指標または成果指標

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 t...........................，......，.........1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である
性~.~..........:.;..:、|

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 ~.....:..ò........ò........ ， :.................1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~..ò.. ，.............................， ..........1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正であるi l許税当日:主主主T............

コスト効率 概ね適正である

課題

H25 

.. 
今の後方

計画どおり事業を進めることが適当
J 向性

L塁

※上段:目標中段:実績下段:達成率

26 I I ‘H27 1.目標 l

改善
時期

達成
度

決算額(円)

3，742，529 

3;742，529 

経常



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 税務課

様式1号(事務事業評価)

匹I1 I 

地籍調査事業

事|正薩な函籍情報ほ7王函取引の阿南花:境界紛争の未
!!I然防止、各種計画立案の基礎データなどに必要不可欠
ま|です。現在、法務局備付けの土地登記簿や公園は、多く

霊|は明治期に作成されたもので正確性に欠けている。現在
lの社会ニーズに対応する正確な地籍情報が必要で、あるo

歳、出 予算現額(円) i 決算額(円)

需用費 370，654 321，710 

支 役務費 85，258 69，943 
出

委託料 2，414，888 1，840，320 
内
訳 借上料 1，904，400 1，786，800 

その他 40，800 40，800 
dロ』 計 4，816，000 ，4;059，573 

歳 入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2，737，000 2，737，5叫
源割

地方債
内合
訳 その他 96，000 173，190 

一般財調 1，983，000 1，148，883 

ι 合 計 4，816，000 4，059，5731 

円(入役~寝間|官1 有 I I会問| 一般 経常

活動指標または成栗福覆-

1 1一筆地調査地区の実施面積(計画)

H25 

21地籍図、地籍簿の法務局への送付地区数
• • • • • • ;
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目的の妥当性 妥当である|地籍の確定により、土地に関する様々な問題について解決が図られる。
妥}…...………・…......・...….;+............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国土調査事業十箇年計画(第六次)に沿って行う事業である。
性 }…….......…・…H ・H ・-…・・・・|…・・・・ | 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|土地取引の円滑化や境界トラブ、ノレの未然防止に役立つo

目標達成度 達成している|当該事業は、平成27年度をもって市内全域が完了したo

有 t..，...，.，....................."'，......，....，
効 l類似事業の存在 I存在しない

性五通量二伝説長|長示-CE;ミ院長二五万副長京両日五五五;;:福議員長伝説芸二五福;
実施主体の適正化 適正である

i 主婦場持設工主主主息長与銭安税者再三5::::::::::::::::::::::::
1コスト効率 | 適正である

..... 
平成27年度をもってt果市の内発の行地業籍務調、査は完了した。
しかし、地籍調査成 、成果の誤り申し出への対応はこれからも必要となるため、税務課に引き継ぐこととする。

課題

今の向後方性 事業の終了
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)1 都市計画課

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

都市整備係 匹I1 I 

住居表示維持管理事業

事|住居表示台帳の修正(土地の分合肇二言扇面加除)及び街区表
|示板の取付状況を調査・点検し、適切な維持管理を行う。

業|住居表示実施区域内の建物等の新築届出により住居番号を付
概|番する。
要lまた、住居表示証明書等の発行事務を行う。

住居表示の実施区域

歳 出 予算現額(同) 決算額(円)

消耗品費 27，000 23，964 

支 修繕料 295，000 294，840 
1出

委託料 519，000 518，400 
内
訳

d回』 計 841，0001 837，204 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財源 841，000 837，204 

4ロ』 計 841，000 837，204 

入件費概算 |人工数(守;いて国|想見|無 I~竺l 一般 経常

活覇指標吉正直語裏福覆

住居表示維持管理実施地区数
(全64地区の単年度実施地区数)

H25 I H26 

9 1 12 
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目的の妥当性 妥当である|表示板等の維持管理を適切に行う必要があるため、妥当である。
妥 t..・M ・................................・M ・..1.............................1
当 l自治体関与の妥当性 l妥当である|住居表示地区の表示板等の維持管理は市がすべきであり、妥当である。
性トH ・H ・-……………….+............................1

対象(受益者)の妥当性l妥当である|郵便物用の誤配防止に寄与するため、妥当である。

目標達成度 達成している|適切に維持管理を行っているので、目標を達成している。

il特許5::::::::::[::555lj:::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

I I実施主体の適正化 |適正である|維持管理の主体は市であるため、適正である。
効ト……H・H・...…-………・・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。
性 L………............………1.............................1

コスト効率 概ね適正である|維持管理業務については、入札により業者委託しているため概ね適正である。.. 
既に住居表示が行われてしも地域においても、庖舗の場合は、転入転居の届出が不要で住居表示の届出がないため、住
居番号の符番がない状態になっている場合がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 都市計画課 都市整備係 匹I2 I 

住居表示整備事業

歪 1:罷程222主主昔話ぶ建設詰~i~~1 対象|住居表示の実施要望のある地域
ま|選定については、地元要望のある地域を優先して行うな|手段|住居表示の設定及び住居表示板の設置を行う。
霊lど関係住民との合意形成を図りながら実施する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 32，000 10，000 

支 委託料 292，000 291，600 
出
内
訳

AE企3.J 計 324，000 301，600 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 324，000 301，600 

dロE恥 計 324，000 301，600 

人件費概算 |人工数(ti人frz。||習lI無|匝到 一般 臨時

100% 1 100% 

活動指標または成栗指諌

住居表示実施地区数
(単年度・新規分)
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21住居表示実施地区の地区総数

3 

目的の妥当性 妥当である|人口密集地区や要望のある地域について、住居表示を行う必要がある。

i l母子所持l:::211広r~説明再定所持........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 |概ね達成している
有}…H・H ・....・H・;.................，.....，1

効j類似事業の存在 | 存在する
性~..;.:........，:.;........;....................I

l上位施策への貢献度|概ね貢献している

|実施主体の適正化 |概ね適正である
効ト l 
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 ~.........;;.;...............................I

Eコスト効率 概ね適正である .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

須恵東周辺地区にて平成28年度に住居表示を実施するため、平成27年度に地元説明会を行い合計形成を図った。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 

大項目(政策)

土木課 管理係 匹I28 I 

事|市内にある県道の整備はまだ十分ではなく、交通渋滞の
=1解消や歩行者の安全確保、運転環境の向上等、安全に

議|対する課題がある。 I手段|県が行う道路改良事業費の一部を負担する

裏ー

歳 出 予算現額(円) 決算額〈円)

県事業負担金 19，029，000 18，574，093 

支
出
肉
訳

dEbコ. 計 19;029.，000 18，574，093 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債 90 17，100，000 16，700，000 

訳 その他

一般財源 10 1，929，000 1，874，093 

d=』=a 計 19，029，000 18，574，093 

人件費概算 i人工数(ti人件1251目白 1 l釘別| 一般

19744102 23595375 

活動指標または成裏福覆

1 I県事業負担金

D

一金
釦
一
恒

』
負

5
一金

2
一日
ι

H
一貸

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|交通渋滞の解消、歩行者の安全確保、運転環境の向上が期待できるので妥当である。
妥 t.........・H・......…・山M・M・...…..1.............................1
当 |自治体関与の妥当性!妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
性 }….........・M ・M ・...………・十…… | 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当である。

目標達成度 1 1 
有 ~.λ1.............................1

効 l類似事業の存在 |存在しない
性 L.......................，........::....:........I

効
率
性

上位施策への貢献度|貢献している|幹線道路の整備は地域間交流に貢献している

実施主体の適正化 1適正である|山口県が管理する道路であり、県が事業主体なのは適正である。

受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統一で適正である。

コスト効率 適正である|県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

[聖



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課'局室・所得)I 都市計画課

.幹藤道蕗わ整備を推進することで交通渋滞丙蘇消、沿線環境
事|の改善、防災機能の向上を図る。ふいては、道路整備の早期完
業|成を促すため、国や県に対して、広域連絡道路の事業促進を要
概|望する。
要|要望路線:山陽自動車道、国道2号、国道190号、小野田湾岸線

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 215，000 15，000 

支
出
内
訳

dE』ヨ 言十 215，000 15，000 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

~ ヨ 計

都市整備係

予算現額(円)

215，000 

215，000 

人件費概算 !人工数(慌|人{牛吉田両?HJl::竺l一般

活動指標面三IcI:蔵栗霜覆 H25 H26 

1，820 1 1，820 

1 1 小野田湾岸線の整備延長(m) 1.・… 620 …l…ふ820

34% I 100弛

21道路整備促進期成同盟会の機関誌への広告掲載回数「……1…・ ....r・・……・・1

3 

目的の妥当性 妥当である|渋滞緩和や沿道環境改善が行われるため、妥当である。
ー 妥 • t..・H ・..…・・…....・M ・-……......:，..・H ・H ・...……H ・H ・..，

回三日

決算額(円)

15，000 

15，000 

経常

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |幹線道路は国土交通省や山口県が整備するものであるが、整備促進には市の要望が必要となるため妥当である。
性~.....，.・H・.....・M・-…...・H・"………..…...……..…..十，

対象(:¥受是益者)の妥当性| 妥当でで、ある

.目標達成度 達成している
有 t......................，.....................，
効 |類似事業の存在 |存在しない

・性 } ー ..1 
上位施策への貢献度|貢献している

効 l空空貯勿空停子}~.，.....I 翌jjJ't tl空竺空三烹交ìVJQ三ゴQ司司)1民1.
率 i受益者負担の適正化|適正である
性 L…・………......・H ・...…H ・M ・...1

コスト効率 |適正である .. 
山口・宇部小野田問地域高規格道路整備促進期成同盟会は、現在、会費徴収を行っていない。

課題

今の後方

向性

特記
事項

山口県国道2号整備促進期成同盟会は、 15，000円/年の会費を支払っている。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課'局・室・所(係)I 都市計画課

大項目(叫位、

計画係 匹I9 I 

都市計画道路見直し事業

都市計画道路について、計画決定から30年耳王雇通したもの等につい
事|て、県から示された「都市計画道路の見直し基本方針Jに基づき、各路線
業|の必要性等を検討し、廃止を含めた道路計画の見直しを行う。
概|見直し結果について、関係機関や市民との協議を行い、都市計画の変更
要l手続きを進める。

手段 Ir都市計画道路の見直し基本方針」に基づいた見直しを行う。

意図|都市計画道路を見直し、計画的な道路網の整備を図る。

歳 1 出 予算現額(円) 決算額C円) 1 

支
出

内
訳

dEb3 h 計 。 。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

dE』ヨ 言十 。 。
人件費概算 戸数(人?:ぃτ::ヰ|官~ I無 h画一般 臨時

活動指標または成果宿覆 話
一
定
…
了
…
脱

出
一
策
…
完
…
叩

1 1道路網見直し方針(案)の策定

協議

21見直し路線の関係機関との協議 1回

31見直し方針(案)の市民説明会

目的の妥当性 妥当である|健全な市街地の形成及び快適な都市形成に寄与するものであり、妥当である。
妥 t"・M ・-………………・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|都市計画道路は都市の骨格をなす公共施設であり、妥当である。
性ト……………...・M ・'.;.....1.............................1

|山 |対象(受益者)の妥当性|妥当である|長期未着手の都市計画道路であり、妥当である。

目標達成度 ι

有 }・l

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 tエ副長二雨量証言|説日~~"I証言語ぷ二日当日:詞iF長じそ証言石川;
ヘ |実施主体の適正化 1適正である|市が主体で実施すべきであり、適正である。

r 効 ~"Ò・M・-……......・…-…..............1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|市が主体で実施すべきであり、適正である。
性 f:..・M ・-…-……………・:1.............................1

コスト効率 l適正である|都市計画決定の変更は市が実施すべきであり、適正である。

...... 
見直し方針に基づいた変更候補路線は、県道や国道等の影響があるため、関係機関との協議が必要である。
都市計画道路の都市計画変更には、都市計画審議会の審議が必要となる。

課題

今の後方・
計画どおり事業を進めることが適当 e 改時期善

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 都市計画課

世 E蔀市許面道路網見直L方針(案)に基づき、一編形手講蚕

裏|の見直しが必要となった路線のうち、事業化された県道の
概|事業費にかかる市負担金を山口県に支払う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額〈円)

県事業負担金 10，000，000 9，997，528 

支

出内

訳

4E2Z h 計 10，000，000 9，997，528 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財頑

dロ』 計

計画係 匹亡日

予算現額(円) 決算額(円)

90% 8，900，000 8，900，000 

10出 1，100，000 1，097，528 

10，000，000 9，997;528 

人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 IAm: I Iム 刷 I _ _ rnTu I 
人件費概算 I 0叫 ;8;;，4;51 1 算入 | 無 1 I~計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I ... H25 I . H26 I I HZ7、 !目標 l

1 詳細設計 | 用地測量 I I 補償 |達成

1 I県道の事業進捗 | 完了 | 完了 1 I 宗了 1 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|都市計画の推進に寄与するものであり、妥当である。
妥，t..・H ・..…・…・………….，.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|県事業を負担するものであり、妥当である。
性 f'"""・H ・..'…………H ・H ・...1.............................1

j対象(受益者)の妥当性|妥当である|都市計画道路網見直し方針(案)に基づいており、妥当である。

目標達成度 達成している|ほぽ計画どおり進んでおり、達成している。
有 t........…-・....・M・..….......…...・I・..…・…・・…・・…十
効
性.

類似事業の存在 1存在しない

エ伝説二伝言語|福山;五|証言説説雨量みぷ長

実施主体の適正化 |適正である|県事業を負担するものであり、妥当である。
効 t…-…........・H ・-……・…・...，.・-…・・・ 1 Z|受益費負担仔明|適正である|開計百事業は1割負担であり、平正である。

|コスト効率 . 1 適正である|県事業を負担するものであり、妥当である。... 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

主l

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 土木課 管理係 匹I30 I 

事|小野田港埠頭用地造成事業に係る県債償還費の一部を
:::::1負担する。

議|港の利用に係る各協会に加入し連携を図る。 I手段|埠頭用地造成事業の償還金と各協会負担金を支出

裏.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 20，209，381 20，209，381 国庫支出金

支 協会負担金 315，000 315，000 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100 20，524，381 20，524，381 

dロ~ 計 20，524，381 20，524，381 dEL 2 計 20，524，381 20，524，381 

|人工翫瓦lIDl人件費(円)l r:交付税| 無 II-e-雪 I _ BLl' I 
人件費概算 I 0叫 肌位~ I算入| 1 12J種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H25 I H26 I I H27 1目標 l

償還金 | 償還金 I I 償還金 |達成

1 1造成事業償還金 I 189652:uj--T ---1"957-5894 --1 r 202o938T--l 度

21小野田港の貨物取扱量

3 

500万トン I 500万トン

430万トン 1 388万トン

86.00% I 78.00% 

一1 目的の妥当性 1妥当である|地域経済発展のため、重要港湾小野田港の整備促進は妥当である
妥~.........，………・....・-……l………H・H・..… .1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
性トャ…......………・.............J............................I

対象(受益者)の妥当性|妥当である|地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当である。

E目標達成度 概ね達成している|港の貨物取扱量は景気に影響を受けるが、概ね達成している。
有十 、 寸

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }・4

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり県が事業主体なのは適正である。

1 51祥子 治IE55zlF拐さヨヨ555:::::

課題

今の向後方性

特記

事項

コスト効率 I概ね適正であるl平準化債を活用し単年度償還額を抑えており、概ね適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 土木課 管理係 回三口

港湾整備事業負担金

事|小野国語は重要港湾f;:福定されており、面域経済発展の
1::1ため、港湾施設の拡充を図り、開港指定を促進する。

副小野田港の利用促進のため、老朽化した施設の改修及|手段|県が行う港湾施設改修事業費の一部を負担する。
要|び航路・泊地の投機を行なう。

歳 出 予算現額C円) 決算額(円)I 
負担金、補助及び交付金 1，493，370 1，493，370 

支

出内

訳

.g. 言十 1，493，370 1，493，370 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円7
国庫支出金

財源割
県支出金

内合
地方債 90 1，300，000 1，300，0001 

訳 その他

一般財源 10 193，370 193，370 

4E』ヨ 計 1，493，370 1，493，3701 

人件費概算 !判明人件125i|官tI生|陸封一般 経常

活動指標または成果指標

1 I県事業負担金

5
一
金

2
一日-

H
一負

380100 10935432 

500万トン 500万トン

21小野田港の貨物取扱量 …ン…
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目的の妥当性 妥当である|地域経済発展のため、重要港湾小野田港の整備促進は妥当である。
妥 t...・H ・..…・………....・M ・…寸 1

当 I自治体関与の妥当性| 妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
性ト・.........…………....・H ・-….+............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当であるo

有 l~目.樗?里 .I~竺幣Þ:ìl雪px;L-Cヒピ-C vど三併:三Tオ|空r4!f0)竺]&:翌明門空竺I:l:空烹門空f;:芳1ヲ空塑主摂?於平;;Þ惇空守?史吹rどと三日忠とヒr日.ゴ三-c士士ヴ.vどβ史:ど?史:竺三Q
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}ヘ〆 J

-土位施策への貢献度1貢献している

実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり県が事業主体なのは適正である

i|持柄引:日正|定期日日ζ:
コスト効率 I 適正である|県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。

..... 
港湾施設の老朽化対策や大型船舶入港のための波深等が必要であるため、国土交通省、山口県に港湾整備の要望をして
いく。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

特記
c事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|謀・局・室・所(係)I 学校教育課 学務係 匹亡日

~I平成21年4月から民間プロパイダ事業者にフィルタリング
芸|適用が義務化された。今のところ市町村に義務化はない
概|が、学校で児童生徒が利用するパソコンに対してフィノレタ
要|リングをかけることは必要である。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 553，000 552，852 

支
出
肉
訳

合 言十 553，000 552，852 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財調 100% 553，000 552，852 

合 言十 553，000 552;852 

人件費概算 i鳳乙古;門官。iI言?|張 II会計判 一般 |経常|

100% 1 100% 

活動指標、または成果指標 1 H25 .1 H26 

1 19 (校) 1 19 (校)

1 1フィルタ設定校数/児童生徒用パソコン設置校数 1 19 (校) I 19 (校)

21子ども達が有害情報に接した報告件数

問
一
回
一
回

1

一0
一O

剛
一
四
…
叩

l-o
一O

3 

妥}明.今.子.空.空 I....~~.~~~....l照生?と芳明T1!?fTJ:???ぞ
当 1自治体関与の妥当性 l妥当である
性 f...，...............................，..........1

対象(受益者)の妥当性l妥当である

目標達成度 |達成している
有 f..:... ，.~;................. ...... ....... .....1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.......;....~.....;....;;.................;.1

上位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 | 適正である|各学校配置の児童生徒用のパソコンについて、市がまとめてコンテンツフィノレタを適用
効}ト"…………….“山…….. 山….. 山.“.. ………… .. 山…….. ……… .. …… .. … .. ………… .. 山…….. 山…….. …… .. …...………… .. 山…….. 山…….. 山….. …...……… .. 山….. 山….. …...一……………"…………….. ……….“山………….. 山…….. 山…….. …… .. …...… .. …. 

率 l受益者負担の適正化|適正である
性ι1..........……・ l

コスト効率九 適正である .. 
市内全小中学校の児童生徒用パソコンについて、有害情報に触れさせないためのソフトであり、十分な効果が得られてい

るロ

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 学校教育課 学務係

事 I~~~に校務用PCを整備し私物PCをネットワークから排除
1::1した。児童生徒の個人情報は校務用PCからしか使用でき
義|ないようにし、そのパソコンに対してウイルス対策ソフトを導

要|入した。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 1，230，000 1，229，520 

支
出

内
訳

合計 1，230，000 1，229，520 

パソコン利用に係るウイルス対策事業

歳入、 予算現額{円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 100% 1，230，000 

ft 計 1，230，000 

匹I14 I 

決算額(円)

1，229，5201 

1，229，520 

人件費概算 |人工数〈官~入件2251 |官|無 I I会計種別| 一般 μι| 
五E動指標、またI両楳首謀 H25 

1 Iウイノレス対策ソフト設定済み校数

100% 1 100% 

o(回) 1 0 (回)

21ウイノレス感染による情報漏洩回数 o(回) 1 0 (回)

100% 1 100% 

3 

目的の妥当性 妥当である|個人情報を扱うことの多い校務用パソコンに対してウイルス対策を行う
妥， t・ 1

当|自治体関与の妥当性|妥当である
性~.........，一|

対象{受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 達成している lインターネット経由のウイルス感染は防げている
有 t...................:.......，...........，......，
効 |類似事業の存在 1存在しない
性 F~，...~::;;....;...;.;.........，.，...:.....I

上位施策への貢献度|貢献している

令・実施主体の適正化 適正である l各学校配置の校務用のパソコンについて、市がまとめてウイノレス対策ソフトを適用

i除手持者説I主525Z::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である

...... 
ウイノレス対策ソフトを導入し、インターネットを経由するウイノレス感染を未然に防止できるようになったo

しかしながら、 USBによるウィルス感染の危険性は存在しており、学校への更なる周知が必要。

課題

今の夜方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 学校教育課 学務係 匹[TI]

学校に設置しているパソコン約600台に対するウイルス対 対象 市内小中学校
事 策として、専用ソフトを導入しているが、現在使ってしもウ

業 イノレスパスターのソフトが廃止となり、新しいソフトに更新さ 手段 ウイノレス対策ソフトの導入

概 れた。更新に際して、他社の対策ソフトの導入も検討した

要 が、 SEによる作業費が発生し割高になるため、現行のソ
意図 ウィルス感染を防ぐフトの更新版を導入することとした。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 330，000 330，000 
支
出

内
訳

.g 陶 計 330，000 330，000 

歳‘入 予算現額(同) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地i方債
内合
訳 その他

一般財源 100% 330，000 330，000 
dロL 計 330，000 330，000 

人件費概算 l人 エ ヂ 人 役l人件子(円II智|無 II会計種別| 一般 | 臨時 | 

21ウイノレス感染による情報漏洩回数

側
一
四
…
四

l

一0
一O

肌
一
回
…
回

『、
-
f
目、
"'I
、

l-o
一O
100% 1 100% 

活動福標iま正面成某指標 H25 

1 1ウィルス対策ソフト設定済み校数

3 

妥 l.~..~，~~.~空 |?fT2122ff雪.計伝授受1)，計支Q

当 I自治体関与の妥当性 l妥当である

性 i雨量;員長選j雨量当証|言語三五五|雨前:謀長;l-J二二
目標達成度 達成してし泊|インターネット経由のウイノレス感染は防げている有1'......:;;:'-;......，.，......".....，....;....1

効|類似事業の存在 、 l存在しない
|性 f，.;.. :..o...........:，....................o.1 

上位施策への貢献度 1貢献している

効 l雪男サ?FEJP22!?主主明!22?で<bQ

o 率 l受益者負担の適正化|適正である
性~..・T・…，....，.1

lコスト効率 | 適正である .. 
ウィルス対策ソフトを導入し、インターネットを経由するウィルス感染を未然に防止できるようになった。
しかしながら、 USBによるウイノレス感染の危険性は存在しており、学校への更なる周知が必要。

課題

今の後方
事業の終了 改時期善

向性

園
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経常

市民生活係市民生活課平成27年度事務事業評価シート|課・局直?所得)I 

vs(3e;og引日 ι'3，5，6ぷ00

|入、工数(入役)1九人件費I円)1

~1 0.651 ，1 
算概費、

J

件
~

太子

3 

21市国際交流協会の事業参加人数

1 1市国際交流協会の事業数

-v 
市民レベルでの草の根的な交流を模索していきながら、国際交流協会の活性化に努め、幅広い年代が参加でき吾事棄の開
催などを検討する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
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平成27年度事務事業評価シート|課喝・室・所得)1 市民生活課 市民生活係 匹Eヨ

(円)

l，729，0001 1，586，952 

19，0001 0 

180，0001 180，000 

l，584，0001 1，406，952 

l; 7(ì4 ， 0001 べ 1 ， 5~('j;952

人件費概算

1，764;O()tl..... 1;5fl6，95? 

|入工数(人役)1;人件費I同)'1
|0.81  4，614，7961 

一般 | 経常

~キペ活動指標または成果指標日 九 .......1 ..<H25.......1二 H26
1(6) I 1(6) 

1 1派遣回数(人数) r........"i"(む…“・.1"......寸

21帰国報告会等の開催回数
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長巴!タiきき巴己 .L...~d 雪空三合引芝生三i*itTQ三とござ?で所??5ffff7E色合ゴ<':)I;:&;，空-Z;ìl0Q
国対槻弥科12:|妥当である|市の実施要綱に基づき行う事業である

言掛記言科雇語説泌語量:単革説詳1弘三弓ぷ2孔~'''Tぷ活j;ぷX潟X刈証治長言説.五反ぷぶぶ2;五以.:日山C日三主.示両両両丙.z.品ぶ.芸込芸.説訟正ぞぷ弓ぷ弱五説.}点ふ住点出泌妥芸泊孟.当五当当.であ抗る
自標以F引トB川J:三♂三渋巳

...引 γ 口山=にと山午 己己口1下 .1
.......~.・・叩'õ...o. ー.......・・H・H・...・.:..;・.....ト 4 

jUL宅約秀美山| 存在する |目的は違うが海外派遣事業は存在する

持現銭安り貰官房|貢献している|国際交流の推進につながる事業であるが、派遣生徒のその後の進路などを調査する必要がある

さ陣要;阿倍ι|適正である|市が実施することで事業の報告を通じて広く市民にフィードバックできる

雲母:奇異的海洋叫適正である卜部参加者から負担を取って行っている

事持参?三..で :;|適正である|入札により事業費の低減に努めている

.レ
定期的にアンケート調査を実施するなど、本事業の客観的な成果を検証する必要がある。平成24年度に実施したアンケート
結果において、友好親善などの直接的な成果に加え、派遣中学生が親への感謝や日本文化を再認識したり、帰国後にボラ
ンティア活動に参加する勇気を得たなどの回答もあり、裾野の広い事業であると評価できる。
海外派遣を体験した中学生の生の声が、他の生徒へもフィードパックできるような機会を提供してして工夫が必要である。
派遣学生の選考方法等については関係機関と協議をしていく。

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課帰宮"所得)I 

事|結務省、示所菅子石全自治体の協働データベース内に創
業|設するポータノレサイト「全国移住ナピ」にアッブロードする
概13分間のプロモーションピデ、オを作成し、市をPRする。

蔓

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 4，644，000 4，644，000 

あ 支出 、

内
訳

合:計 . 4，644，000 4，644，000 

人件費概算 1

活動指標または成果指標 I H25 

1 1プロモーションビデ、オ作成

2 

3 

目的の妥当性 ぇ|妥当である

51骨子:骨子:娯楽[::2525ZI::::
ド |対象(受益者)の妥当性| 妥当である

l目標達成度 1達成している
有 1.:...，......，.;:.........:...;;.......:..，.....1
効 |類似事業の存在 μ| 存在しない
性、 l.....;................;::..:;;.....，........1

|効

'率

上位施策への買献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

.員益者負担の適正化|適正である|

性..t...……………………l 
コスト効率 1 適正である

財
源割
内合
訳

.. 
課題

今の後方
事業の終了

向性

[皇

様式1号(事務事業評価)

総務課 広報係 匹I23 I 

プロモーションピ、デ、オ作成事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 4，644，000 4，644，000 
dロ』 計 4，944，000 、 4，644，0001 

一般 臨時

H26; 

改善
時期
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平成27年度事務事業評価シート|課，局・室=所(係)1 企画課 企画係 回コヨ

事|日Iターン希望者に対じ全国移住ナピホームページによる
業|広報をはじめ、相談・支援体制を整え、山陽小野田市へ
概|のU]Iターンによる転入者を増加させる。

要

山陽小野田市への移住を検討してし、る方(U]Iターン希望者)

ご面、 一予 市 7
国産支歳出三金x1 

予算現額(円1事萱冨{円)

調訳財向 割県支出金一一一
ムロ 地方債、

その他(、

般財源 | 

7 合計 。
l' 8{Ht~.. 1人工数(人役)I入件費伺)I 三主F責概算 三三 1 0.11 576，850 

2言動指標またfj:f尾塁豊里

経常

H25 

1 IU]I相談件数 ::~:?~:w:::::::[::::)~n~::: 
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.目的の妥当性 ， ， I妥当である!総合計画に記載されている事業である。
妥 1..山山山……一円…...・M ・...日j.............................I.
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|定住促進は市が取り組むべき事業であり、妥当である。

三性 1."・H ・.......……よ........… ...1.............................1.
l対象(受益者)の妥当性i妥当である IU]Iターン希望者に対する取組であり、妥当である。

I 目標達成度 二 .J.~:.....I.............................I有 1.....，.[..;;.・1・・ | 

効 |類似事業の存在 |存在しない

主|エi通ぶ伝言語|説仁三;ヨ|返信説i;説子五品説;

- Oj目:!??=¥??????イ!;門子翌E5点史点li:ミ一一ii?一一:1竺士i主ι~.，，;.J...~~剖士交於剖?渋則三づ|除烹明門門叩叩併門明円円円!慢吹円門叩T古切吠mil~
|賭鮪一一一者鵠関一負蝕駒担駒什の

二 性 }トト"………….. ………… .. …… .. …… .. …....…川..μ川山…川.. 山円.. 竺，竺l…Jム...ムぷ二J
|コスト効率 三 、 適正である .. 
平成28年3月に策定した山陽小野田市まち・ひと・しごと創生総合戦略においても、 U]Iタ ンの取組推進について掲げて

4 おり、これまでの待ちの姿勢から、積極的な情報発信を行っていく必要があり、全国移住ナピホームページによる広報だけで

課題
なく、移住フェア等への出展などを検討すべきである。

今の後方
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

向性

業
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課冒局・室百所{係)I 企画課 行革推進係

丈事百(政葉〕

叫活気にみちた往来の盛んなまちの基盤づくり

一一計画名

転入促進事業

二歳=出 J 予算現額C円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

消耗品費 1，130 1，130 国庫支出金

財 県支出金
源 γ 割

地方債l内 J 合

ヨ円出t三
負担金、補助及び交付金 13，102，000 11，656，800 

、、訳 訳「 その他三ュ

一面財源 13，103，130 

合計 I 13，103;130 11，6f，i7，93(j |、 合計 r 13，103，130 
目 且 ， 目 z~副

て|人工数(人役21ん件費〈円)

A.I'崎臨 0お| 四，124

で言語詣覆まBほ戒栗福覆

PRチラシの配布枚数

21転入奨励金新規交付件数

3 

|目的の妥当性 I 妥当である|定住促進による人口の社会増を目的とするものであり、妥当o

z妥 f トH・M・....・H・.......・M・................・1.............................1
当 |白治体関与の妥当性| 妥当である|定住促進に向けた市の取組であり玖、妥当o

性 |トトトト目………….日…….. ………… .. 町….. 叩 山.. 刊..一一……盟日…....………….. …… .. …...一一.一…ん長一'
対象(受益者者Jの妥当性| 妥当である|転入者に対する優遇措置として妥当。

有二l.~.IT~~~..?..........}...I~.~~~と~.~.:~I.~.~明!!?????!2竺円lrTJ
E効λ|類似事業の存在 1存在しない
: 性 l…・・.........…….............・H ・H ・+.・H ・...・H ・...…...・M ・'1

上位施策への貢献度|概ね貢献している|定住人口の増加に貢献している。

効 }宇警L照F主?竺:(J)空空F空:!H......cl空F空三2ぞ三 |ぞ号生!作E竺円子警l11H史lirTi守守lirTi史T
率 |受益者負担の適正化 l適正である
性，f.........;.....'..............，........'......I.............................1

回三日

決算額C同)

11，657，930 

11;657，930 

臨時

コスト効率 |検討が必要|交付額や交付期間については、費用対効果を検証した上での検討が必要。.. 
平成28年度は、制度の開始から5年目となる。転入奨励金の交付による効果を検証した上で、地方創生の観点からも制度

全体についての検討を行い、更なる本市への移住・定住促進に繋がる支援策の充実についての検討を行う。

課題

今の向性後方 事業の進め方等に改善が必要
改善

28年度中に改善に着手
時期
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